
関西広域連合議会の指摘に対する対応状況について 
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◆目的 

・関西広域連合議会からの指摘について、現状や対応を整理し、議会へ

フィードバックするとともに今後の取り組みに活かしていく。 

◆調査期間 

・平成 29年７月臨時会～平成 30年３月定例会 
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・これまでと同様の手法では大きな成果は望まれ
ず、国の事務の受け皿に足り得る存在であるとい
うことを示して行くことも必要。
・今年度「広域行政のあり方に関する検討会」を
開催すると伺っている。改めて、分権型社会の実
現に対する見解はいかがか。

安達議員
（神戸市）

・関西広域連合設立の最大の目的は、分権型社会の実現により
突破口を開くということ。第３期広域計画では、分権型社会の
実現に向け、国土の双眼構造の実現や、国の事務・権限の移譲
を求めていくこととしている。
・今年度は、連合域内に存在する広域的な課題の解決に向け、
広域連合の役割や執行体制を含めた広域行政のあり方について
検討を行なう。
・これらの取組を通じて、広域行政を担う責任主体としての広
域連合の存在感や信頼感の向上を図り、国からの事務・権限の
受け皿たり得ることを示しながら、分権型社会の実現に取組ん
でいく。

井戸連合長

・「提案募集方式の改善」と「地方分権の新たな推進手法」に
ついて国に提案中。引き続き国に対して働きかけていく。
・広域行政のあり方検討会から平成30年度中に最終報告がなさ
れる予定であり、その報告では、現在の制度にとらわれない広
域行政のあり方についての提言、現在の制度下における具体的
な広域連合のあり方をどう考えるかという提言をいただくこと
となっている。今後の広域連合のあり方については、これらの
提言を踏まえ検討していく。

7/9
7月

臨時会

・政府関係機関の移転の成果には敬意を表する。
・一方、国出先機関の丸ごと移管は、現在先行き
が見通せない状況。連合としては、地方分権改革
について、例えば「実証実験制度」の創設といっ
た「新たな推進手法」を国に提案していると聞い
ているが、東京一極集中の是正に向けて、更なる
地方分権改革等への取組を進めて欲しい。地方分
権改革への取組をどのように進めていくのか。

丸若議員
（徳島県）

・分権型社会の実現は、関西広域連合設立の一番の目的であ
り、府県域を越える広域連合として突破口を開く。
・民主党政権では、もう一歩までいった。その追い風を、我々
も十分に活用することができなかった。
・国の提案募集制度は、一つひとつの事務の移譲しかできない
が、連合はこれまで大括りの提案を行なってきた。
・実証実験制度の創設を提言しているが、なかなか理解してく
れる省庁が出てこない。
・地方分権は、要求する側と受ける側が一致して初めて議論に
なるものであり、要求する側としては、今後も諦めずに手を替
え品を替え提言し続けていくことで固い岩盤規制を崩していけ
る。

井戸連合長
・「提案募集方式の改善」と「地方分権の新たな推進手法」に
ついて国に提案中。引き続き国に対して働きかけていく。

7/9
7月

臨時会

・中央集権体制と東京一極集中を是正し、分権型
社会の実現を目指すため結成されて関西広域連合
であるが、これまで具体的にどのような効果を生
み出してきたのか。
・当初の目標だった地方分権改革進まなかった理
由や課題について伺う。
・東京一極集中の是正のため、より存在意義を高
めるため、関西広域連合の今後の展開についてど
のような構想をお持ちか。

福田議員
（鳥取県）

・被災地支援やドクターヘリの運用、産業クラスター等の連携
や特区の推進について継続して取り組んでいる。また「ワール
ドマスターズゲームズ2021関西」の支援、万博博覧会の誘致活
動、「関西観光本部」の設立など広域事務の推進には成果を上
げている。
・一方で国の事務・権限委譲は進んでいない。なかなか国に取
り組んでもらえないうえ、現在は提案募集方式となっており権
限全体の委譲を求めても断られる現状がある。しかし地方分権
を進めるため「大括り」の事務の委譲や出先機関の丸ごと移管
など骨太の提案をしっかり行い、前進してまいりたい。
・東京一極集中是正のためには、関西がそれなりの具体的な提
案をして行かなくてはいけない。関西にはスパコン等もあり基
礎的な科学技術をさらに活用していくという提案も必要になる
ではないか。現在、井村先生を中心に関西健康・医療創生会議
を開催し５つの分野で検討を進めてもらっているが、これもひ
とつの提案、事業化につなげてききたい。スローガンを上げる
のも大事だが、具体的な施策を提案し、地域とともに推進を
図っていく、そのような広域連合でありたい。

井戸連合長

・国と地方の役割分担を抜本的に見直し、「大括り」な分権改
革がなされるよう、提案募集方式の改善や国と地方の協議の場
における分科会の設置など分権改革の新たな手法についても国
に提案中。
・広域行政のあり方検討会から平成30年度中に最終報告がなさ
れる予定であり、その報告では、現在の制度にとらわれない広
域行政のあり方についての提言、現在の制度下における具体的
な広域連合のあり方をどう考えるかという提言をいただくこと
となっている。今後の広域連合のあり方については、これらの
提言を踏まえ検討していく。

8/24
8月

定例会

・国出先機関の丸ごと移管は、国が消極的である
だけではなく、関係機関や住民の理解も得られて
いないのだから、実現の可能性はないのではない
か。
・道州制については、検討する余地はないのでは
ないか。

浜田議員
（京都府）

・国の出先機関の丸ごと移管は、もう一歩のところまでいった
が、実現していない。連合へ移管された場合のメリットを提示
するなど、住民の理解を得ながら、丸ごと移管の実現を目指し
ていく。
・道州制については、広域行政のパターンの一つであり、道州
制を目指すものではない。今後、広域行政のあり方を検討する
こととしているが、地方自治の充実や地方分権の実現という観
点から、道州制についても一つの制度として、その仕組やメ
リット・デメリットを検討していくことは必要であると考え
る。

井戸連合長

・広域行政のあり方検討会から平成30年度中に最終報告がなさ
れる予定であり、その報告では、現在の制度にとらわれない広
域行政のあり方についての提言、現在の制度下における具体的
な広域連合のあり方をどう考えるかという提言をいただくこと
となっている。今後の広域連合のあり方については、これらの
提言を踏まえ検討していく。
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8/24
8月

定例会

・文化庁以外の移転計画や方向性をどのように考
えているのか。
・また、研究機関・研修機関等についても、移転
を引き続き強く要請すべきと考えるがいかがか。

田尻議員
（奈良県）

・将来的には、中小企業庁、特許庁、観光庁の関西への移転実
現を求めるため、国の予算編成に対する提案においても、具体
に触れているところ。
・研究機関等についても、引き続き要請していく。

井戸連合長

・消費者庁については、消費者行政新未来創造オフィスが実施
するプロジェクトへの参画や、共同事業への協力についてＰＴ
で検討を行うなど移転が実現するよう取り組んでいる。
・中小企業庁、特許庁、観光庁等については、引き続き、「国
の予算編成に対する提案」で要望を行う。

8/24
8月

定例会

・「国の事務・権限の受け皿」を目指す関西広域
連合としては、今後、国において更に大きな動き
があった際に、迅速かつ十分にその能力を発揮で
きるよう、今から検討を行い、準備を整えておく
必要があると考えるが所見を伺う。

丸若議員
（徳島県）

・本年7月の国の予算編成等に対する提案において、国と地方
が協働して課題解決を「実証する仕組」の導入など「地方分権
改革の新たな推進手法」を提案したところ。今後は、提案内容
についてより具体化を検討して、その実現を目指して引き続き
国に強く働きかけることで、国の事務・権限の移譲を迫ってい
く。
・今年度から検討を開始する「広域行政のあり方検討」におい
て、国と地方との関係性を見定めた広域行政体制の検討や、で
きれば国からの事務・権限の移譲に関する手法も提言いただき
たいと考えている。

井戸連合長
・「提案募集方式の改善」と「地方分権の新たな推進手法」に
ついて国に提案中。引き続き国に対して働きかけていく。
・広域行政のあり方の検討を進めていく。

8/24
8月

定例会

・今後、政府機関等の地方移転、特に消費者庁等
の全面移転の実現に向けて、関西広域連合として
どのように取組むのか。

丸若議員
（徳島県）

・関西広域連合としても、消費者行政新未来創造オフィスが実
施するプロジェクトへの参画や、共同事業の実施に構成府県市
とともに積極的に協力し、新次元の消費者行政・消費者教育の
全国展開につなげていきたい。

井戸連合長

・徳島県からの要請に応じて、消費者行政新未来創造オフィス
が実施するプロジェクトへの参画や、共同事業への協力につい
てＰＴで検討を行う。
・「政府機関等の地方移転推進フォーラム」を平成30年８月22
日に開催する等、消費者庁の移転が実現するよう広域連合と構
成府県市が一丸となって取り組んでいる。

1/13
総務
常任

委員会

・広域行政のあり方だが、地方分権に対する将来
的な目標年次（ロードマップ）みたいなものがな
いと、惰性になってしまうのでないか。今の政府
においては、関西広域連合に対し権限移譲の考え
がないように思うので、分権に理解のある与党幹
部や議員連盟などに働きかけ、将来的に国会に法
案の提出をお願いするとか、具体的な目標年次を
定める必要があるのではないか。

竹内議員
（兵庫県）

・ロードマップは、政府内において機運醸成が全く出来ておら
ず、今の時点では作成が困難。今後憲法論議の中で、全国知事
会と共に地方自治の本旨についてどう位置付けしていくのかも
含め議論していきたい。理想的な分権社会を前提とした規定が
望ましいと考えている。

井戸連合長
・「提案募集方式の改善」と「地方分権の新たな推進手法」に
ついて国に提案しており、今後も、全国知事会での動きも踏ま
え、粘り強く国に対して働きかけていく。

3/3
3月

定例会

・徳島県を実証フィールドとして展開している消
費者庁「モデルプロジェクト」の構成府県市での
展開とオール関西による支援をお願いしたい。
・広域行政のあり方検討会の中で、消費者行政を
「新たな広域事務」として検討するなど、今後、
関西広域連合として、消費者庁等の全面移転の実
現に向け、どのように取り組んでいくのか伺う。

南議員
（徳島県）

・政府機関等対策プロジェクトチームが中心となり、徳島県と
も連携を図りながら、プロジェクトへの参画等に構成府県市と
ともに積極的に協力し、消費者庁等の全面移転の実現に繋げた
い。
・「新たな広域事務」とすることについては、まずは、消費者
庁等の移転を成功させ、情報共有等に取り組みたい。

井戸連合長
・「政府機関等の地方移転推進フォーラム」を平成30年８月22
日に開催する等、消費者庁の移転が実現するよう広域連合と構
成府県市が一丸となって取り組んでいる。
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3/3
3月

定例会

・広域行政のあり方検討会においては、府県を存
置したまま、広域連合のガバナンスを強化する方
向で議論を進めるべきと考える。
・兵庫県の提唱した「中央集権制限法」の理念を
前提に、国と地方の新たな事務分担と統治機構、
その中で広域連合が担うべき役割と執行体制を
しっかり検討会でまとめ、その成果を国や国民に
対して提案していくべきと考えるが、連合長の所
見を伺う。

原議員
（兵庫県）

・検討会では、諸外国の広域地方自治の事例から、メリットや
デメリットを比較して参考にできるか否かを見極めていく。
・また、連合の７年間の活動実績の検証を踏まえ、関西におけ
る広域的な課題や広域連合に相応しい類型や機能などを議論し
ていただいてる。
・検討会での議論から道州制を排除することはできないが、広
域連合が直ちに道州制へ移行するものではない。兵庫県が提唱
した「中央集権制限法」の制定には憲法改正が必要ではないか
と考えており、明治以降１５０年続く中央集権体制を崩すのは
容易ではないと認識。

井戸連合長

・広域行政のあり方検討会から平成30年度中に最終報告がなさ
れる予定であり、その報告では、現在の制度にとらわれない広
域行政のあり方についての提言、現在の制度下における具体的
な広域連合のあり方をどう考えるかという提言をいただくこと
となっている。今後の広域連合のあり方については、これらの
提言を踏まえ検討していく。

3/3
3月

定例会

・政府関係機関等の更なる移転について、「政府
機関等対策プロジェクトチーム」を中心に、関西
全体でどのように実効性ある取組を進めていくの
か、広域連合における具体的な戦略を伺う。

原議員
（兵庫県）

・成功の鍵は、文化庁、消費者庁、総務省統計局の移転が全く
支障なく行なわれ、全国に対して機能していることを発揮する
こと。
・社会実験の早期実施などを国に提案しているところである
が、今後も構成団体の意向を踏まえつつ、さらなる移転実現の
ため、政府機関等対策プロジェクトチームにおいて議論を行
い、国の姿勢を押していくよう努力する。

井戸連合長

・国に対して提案を行うとともに、「政府機関等の地方移転推
進フォーラム」を平成30年８月22日に開催する等、消費者庁の
移転が実現するよう広域連合と構成府県市が一丸となって取り
組んでいる。

3/3
3月

定例会

・国出先機関の丸ごと移管に挫折して以来、関西
のために一丸となって進めていく気運が薄れてい
る。地方分権が動くときに備え、連合の実績を積
み重ね、地方分権の受け皿になる力があることを
国や国民に示すことが重要。

竹内議員
（兵庫県）

・連合の７年間の実績で最も欠けているものは「地方分権の突
破口を開く」こと。国の事務・権限の移譲も些細なものとなっ
ており、連合としても大括りの事務・権限の移譲が実現できて
いない。具体の事務をできるだけ明確にしながら、国に支障事
例を示していく必要がある。

井戸連合長

・広域行政のあり方検討会において、広域連合が担うべき政
策・事務・役割や、それらを実現するための手法も検討するこ
ととしている。その中で、地方分権改革の新たな手法等につい
ても検討を行い、制度創設や改正などを国等へ働きかけてい
く。

3/3
3月

定例会

・広域連合の主な財源は構成府県市が拠出する分
担金であるが、今後、独自の事務を執行する場合
には、住民に直接課税するかどうかを検討するこ
とが必要である。
・広域連合の今後のあり方検討に際しては、財政
自主権を確立する方策を考える必要があり、「広
域行政のあり方検討会」が取りまとめる提言にそ
の方向性を示すべきと考えるが、連合長の所見を
伺う。

竹内議員
（兵庫県）

・関西広域連合は、設立時に「成長する連合」を基本方針に掲
げており、連合の機能強化、機能拡大は、最も重要なテーマの
ひとつ。ただ、何のために課税自主権を持つのかが必要。
・来年度、検討会において、①広域連合が担うべき解題や政
策、②それに相応しい権限や機能、ガバナンスをどうするかと
いった検討テーマを想定している。
・自主課税権については、大きな課題として検討していくが、
現憲法下で対応可能かも解釈が難しく、あり方検討の中できっ
ちり整理できるかは未定。

井戸連合長

・広域行政のあり方検討会から平成30年度中に最終報告がなさ
れる予定であり、その報告では、現在の制度にとらわれない広
域行政のあり方についての提言、現在の制度下における具体的
な広域連合のあり方をどう考えるかという提言をいただくこと
となっている。今後の広域連合のあり方については、これらの
提言を踏まえ検討していく。

3/3
3月

定例会

・国においては提案募集方式を導入しているもの
の，分権型社会の実現への道のりは険しく，容易
ではないと思われる。
・分権型社会の実現については，関西広域連合の
みならず，経済界やメディア等を巻き込み，以前
あったような地方分権の潮流を作り出す必要があ
る。
・国に対しては，全国知事会をはじめ，各広域連
携団体等とも連携し，歩調を合わせた提案も必要
ではないか考えるが，井戸広域連合長の見解を伺
いたい。

藤原議員
（神戸市）

・全国知事会が、前回衆議院選挙の際に、全国知事会の地方分
権に対する提言を各政党が「政権公約」にどこまで反映できる
かといった提案型の質問を行ない、公約への反映度合いを評価
した結果、政権党の評価がかなり高かった、だからこそ政権党
を動かさないといけない。
・関西広域連合としては現在の政治的意思をきっちりと提言し
ていく。例えば、①貧困の問題、②一人暮らし世帯の実情、③
子育て中の単身世帯への対応など、今の社会的なイシューに対
して提言していくのも存在感を示すことにつながるのではない
か。
・分権型社会を進めていこうとする「うねり」をどうやって作
り出していくか、現状は若干失速感があるので、そのため突破
口をどう開いていくかといったことが重要。

井戸連合長
・引き続き全国知事会をはじめ各ブロック知事会とも連携・協
調しながら地方分権改革の突破口を開くための努力を続けてい
く。

3



時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

地方分権に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

3/3
3月

定例会

【要望】
・設立趣旨は分権社会とともに府県域を越える広
域事務、構成団体の事務を持ち寄ることで効率化
が図れている事務に限定されていると認識してい
る。
・広域連合が実施する事務は広域連合自身で集権
化することなく、構成団体や圏域内の基礎自治体
がそれぞれの特徴を活かした住民サービスを提供
することに資するよう情報提供や方向付けに取り
組むべきであり、それぞれの事務事業の実施や権
限は各府県市に分権化させるべきと考える。
・広域連合の事務が構成団体間の情報共有や他の
連携手法によるものだけではなく、設立の趣旨を
踏まえ（国からの事務・権限の移譲を見据え）真
に広域連合が取り組まなければならない事務を実
施していただきたい。

藤原議員
（神戸市）

- 井戸連合長

・広域連合では、関西全体として取り組むべき広域にわたる行
政の推進に係る基本的な政策の企画及び調整に関する事務につ
いては、関西の共通利益の実現の観点から企画調整事務として
取り組んでおり、事務の実施は府県市で行いつつ、府県市に対
する情報提供や方向付けに取り組んできた。
・あり方検討会では、これからの広域連合の仕組、役割などに
ついて、中長期的な課題を念頭に置きながら制度面から検討し
ていく。
・フォローアップ委員会では広域連合のこれからの現実的な方
向付け、あり方について、つまり広域計画を実現する上で現実
的な課題に対して委員からアドバイスをいただく。
・両委員会からの提言を踏まえ、今後の広域連合の取り組むべ
き事務を検討する。

4



時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・関西が東西二極のうちの一極を担うことを
目指すのであれば、関西にも東京消防庁のハ
イパーレスキュー隊に並ぶ強い消防力を関西
に備えるべきである。国家的な非常災害時に
ついては個々の市町村消防だけに対応を委ね
ず関西の自治体の総意としてハイパーレス
キュー隊を備えるため、必要な財源確保を国
に要望し、関西全体の災害対応力を強化すべ
きではないか。

上島議員
（大阪府）

・現時点では消防の主体は市町村であるが、ご指摘のよ
うな救援組織を市町村中心の体制の中でどのように兼ね
備えるか、また、その機能や能力を高める方策について
関西広域連合としても検討したい。
・首都直下型地震などがあった場合に、どんな体制でど
のような支援をしていくのか、あらかじめプログラム化
することについても検討を続けていく。

井戸連合長

・消防の主体は市町村であり、市町村による消防力強化
の取組みを踏まえつつ、関西全体の災害対応力が強化さ
れるような方策について検討したい。
・首都直下型地震等に備えた体制等についても、検討を
続ける。

7/9
7月

臨時会

・南海トラフ地震発生時の人命救助について
は、自衛隊との連携強化や警察及び消防の体
制強化、自力避難や防災訓練という自助、共
助の強化が必要と考えるが、所見を伺う。

森脇議員
（兵庫県）

・自衛隊による被災地支援の、実働部隊の動きを踏まえ
た防災計画を策定するとともに、近畿府県合同防災訓練
や自衛隊が行っている「南海レスキュー」に相互に参加
し、信頼構築と情報共有を図っている。今後とも消防団
や自主防災組織等による自助、共助の取組にあわせ、自
衛隊、警察、消防等の実働部隊との連携をしっかり構築
していく。

井戸連合長
・消防団や自主防災組織等による自助、共助の取組にあ
わせ、引き続き自衛隊、警察、消防等の実動部隊との連
携の強化を図る。

7/9
7月

臨時会

・関西広域連合としても提言を行っている
「防災庁」の創設に対する取組についてはど
のように進めていくのか。

安達議員
（神戸市）

・「我が国の防災・減災体制のあり方に係る検討報告
書」の内容等について広く紹介し、国民的な理解を深め
ていくとともに、このような機関が必要であることにつ
いて政府の理解を促していく。しっかり国民的な運動に
つなげていくように努力をしていきたい。
・一方で、国の省庁をつくるだけではなく、地方分権の
視点をどのように防災の中に入れていくかという提案が
関西広域連合としてできるかどうか、これから検討して
いく。

井戸連合長

・「我が国の防災・減災体制のあり方に係る検討報告
書」の内容等について広く紹介し、国民的な理解を深め
ていくため、経済界とも連携したシンポジウムを開催す
るほか、防災庁設置の必要性をわかりやすく視覚的に訴
える啓発用映像ＤＶＤの作成・活用など積極的な情報発
信を行っていく。

7/9
7月

臨時会

・災害時の相互応援体制を有効に機能させる
ためには、平常時から情報共有や広域応援訓
練等により、連携体制を構築しておく必要が
あると考えるが、所見を伺う。

中山議員
（徳島県）

・新たに災害相互応援の協定を締結した中国地方、四国
知事会とも訓練の相互参加などの連携を進めるととも
に、協定細目を定める場合には、熊本地震等の経験や教
訓を共有し、課題の解決を図っていきたい。

井戸連合長

・災害時の相互応援協定を締結している関東や、中・四
国、九州との間では、防災訓練の相互参加や連絡会議等
を通じて平時から連携強化を図っている。引き続き大規
模災害時の広域応援体制の推進に努める。

8/24
8月

定例会

・関西広域連合として、今後の防災庁設置に
向けた具体的な活動行動、国、地方自治体、
経済団体、各種団体、国民に対しての取組は
どのように行っていくか、また、防災庁の拠
点を東京、関西、東北の３カ所としている
が、台風や火山噴火、豪雨災害の多い九州や
沖縄地方の対応について伺う。

田尻議員
（奈良県）

・防災庁の創設について、この10月に予定されている自
治体災害対策全国会議でも周知を図っていくとともに、
全国的な関連組織と連携して、機運を盛り上げていくよ
うにしたい。国の機関を新たに作るということは、大変
大きな困難が伴うが、諦めずその必要性や機能を強く訴
えていく。
・九州、沖縄地方については、西日本を所管する関西拠
点が、九州地方知事会やその構成県などと緊密に連携し
ながら対応していくことが考えられる。

井戸連合長

・「我が国の防災・減災体制のあり方に係る検討報告
書」の内容等について広く紹介し、国民的な理解を深め
ていくため、経済界とも連携したシンポジウムを開催す
るほか、防災庁設置の必要性をわかりやすく視覚的に訴
える啓発用映像ＤＶＤの作成・活用など積極的な情報発
信を行っていく。

広域防災に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域防災に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

8/24
8月

定例会

・北朝鮮からの弾道ミサイルへの対策は国の
責務であるが、地域住民が大きな不安を抱え
る中で住民避難や訓練を行っている自治体も
かなりある。関西広域連合として今後、弾道
ミサイル飛来に対する備えとしてどのように
取り組むか、見解を伺う。

西村議員
（堺市）

・関西広域連合としては、各構成団体と連携の上で、情
報伝達訓練、住民避難訓練などの取組や、その課題に関
する情報共有を図り、各団体の訓練に反映していただく
ように働きかけていくとともに、そのような訓練の積み
重ねを促すことにより、関西圏域に暮らす住民の不安解
消に結びつけていきたいと考えている。

井戸連合長

・関西広域連合としては、各構成団体と連携の上で、情
報伝達訓練、住民避難訓練などの取組や、その課題に関
する情報共有を図ることで、各団体の訓練の改善につな
げる。

9/9
防災医
療常任
委員会

・北朝鮮のミサイル攻撃に対して関西全体で
住民避難訓練を実施すべきではないか。

上島議員
（大阪府）

・訓練は各地域で実施しており、関西広域連合では訓練
の課題等の共有を行っていく。

大久保
広域防災局長

・答弁のとおり対応する。

9/9
防災医
療常任
委員会

・原子力災害対策編のプランの見直しを行う
のか。見直しの際には、複数避難ルートの確
保等、新たな課題への対応も踏まえて策定す
べき。

浜田議員
（京都府）

・「大飯地域の緊急時対応」が間もなく国で取りまとめ
られる予定であり、その内容を受けてプラン改訂に着手
していく。新たな課題への対応も踏まえ、改訂を行う。

大久保
広域防災局長

・平成30年度において、関西防災・減災プラン（原子力
災害対策編）の改訂を行うこととしており、平成30年８
月に国や関係府県等と合同で実施した原子力防災訓練で
の課題への対応等を踏まえ、見直しを進めていく。

9/9
防災医
療常任
委員会

・原子力災害への取り組みの中で25万人の広
域的避難の実施は現実的に可能か。

片桐議員
（和歌山県）

・避難先市町と避難元市町をそれぞれマッチングし、受
入避難所も割り当てている。H28.8に県域を跨ぐ広域避難
訓練を実施したが、今年度も国や福井県とも訓練の計画
を協議していく。

大久保
広域防災局長

高見
防災計画参事

・平成30年８月25日～26日に、大飯発電所及び高浜発電
所での事故を想定した、国の原子力総合防災訓練におい
て、府県域を越える広域避難実動訓練が実施された。国
が取りまとめる訓練検証等を踏まえ、広域避難ガイドラ
インの見直しを行うなど、実効性の向上を図っていく。

9/9
防災医
療常任
委員会

・災害時の緊急物資供給の中に医療の物資は
含まれるのか。
・平常時は専門機関が病院に搬送しており、
医薬品の事業者などとの連携もお願いした
い。

森議員
（和歌山県）

・医薬品は有資格者による取扱いが必要であり、まず
は、物資提供ルートの確保を第一に進める。物資提供
ルートが確保された次の段階で検討していきたい。

高見
防災計画参事

・関西災害時物資供給協議会に参画する民間団体、事業
者等の参加のもと、関西広域応援訓練を実施し、緊急円
滑物資供給システムの運用に係る手続きを確認したとこ
ろである。今後も引き続き訓練を実施するなど、同協議
会参画団体との連携を強化し、緊急物資円滑供給システ
ムの適切な運用を図る。

9/9
防災医
療常任
委員会

・先日、奈良県山添村にプライベートジェッ
ト機が墜落する事故があったが、関西広域連
合として空の安全や情報共有についてどのよ
うに考えるか。

田尻議員
（奈良県）

・空の事案への対応は、各構成団体での対応であり、関
西広域連合としては現在定めていないので、情報の共有
や役割などについて、一度検討したい。

大久保
広域防災局長

・空の事案については、各構成団体での対応となるが、
情報の共有方法等について、検討したい。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域防災に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

9/9
防災医
療常任
委員会

・関西防災・減災プランの見直しについて、
初動期の情報収集では、被災市町村の体制が
整わず、情報が入ってこないことが危惧され
るが、被災地からの情報収集についてどう考
えるか。避難所運営について、子どもの遊び
場の確保、ペット対策など、新たな課題にど
う対応するのか。
また、全国的なボランティア団体やグループ
との連携も重要だと考えるがどうか。

浜田議員
（京都府）

・被害が大きいほど情報が入りにくいが、先遣隊の派遣
に加え、SNSの活用など、情報収集の強化策を検討した
い。
・避難所の運営についてのペット対策や、全国的なボラ
ンティアとの連携も既に行っているが、重要な問題なの
で、さらに検討したい

大久保
広域防災局長

・平成29年度に改訂した関西防災・減災プラン（総則編
及び地震・津波災害対策編）において、次の見直しを
行った。
①マスメディア・インターネット、ＳＮＳ等様々な情報
手段を活用して、被災地の状況を情報収集
②避難所運営に際し、ペット同行避難者及び子供のいる
家族等への配慮
③災害ボランティアセンターの運営にあたっての、全国
ボランティア組織との連携

9/9
防災医
療常任
委員会

・関西防災・減災プランの見直しについて、
避難所の運営について、職員の負担軽減のた
めにも、防災士の活用をもっと考えてはどう
か。

片桐議員
（和歌山県）

・防災士は全国に10万人以上いると言われており、その
活用について、検討したい。

大久保
広域防災局長

平成29年度に改訂した関西防災・減災プラン（総則編及
び地震・津波災害対策編）において、避難所の運営につ
いては、防災士、ボランティア等との連携協力を行う見
直しを行った。

9/9
防災医
療常任
委員会

・関西防災・減災プランの見直しについて、
広域連合長の所属府県が甚大な被害を受けた
場合に、副連合長が代理できるよう、災害対
策本部の規定を見直す必要があるのではない
か。

成田議員
（滋賀県）

・兵庫県が甚大な被害を受けたときの対応を検討した
い。

大久保
広域防災局長

平成29年度に改訂した関西防災・減災プラン（総則編及
び地震・津波災害対策編）において、広域連合長の所属
する構成団体が甚大な被害を受けた場合には、災害対策
本部長を副広域連合長等が代理する見直しを行った。

9/9
防災医
療常任
委員会

・関西防災・減災プランの見直しについて、
広域災害が発生した際、各構成団体間の連絡
がスムーズにいくよう、統一したデータシス
テムが必要ではないか。

松岡議員
（京都府）

・情報システムの統一は、コストが莫大であること、ま
た、互換性の問題もあり、すぐに統一は困難だが、方向
性についてプランに記載したい。

大久保
広域防災局長

平成29年度に改訂した関西防災・減災プラン（総則編及
び地震・津波災害対策編）において、関係機関や防災情
報提供事業者等と連携し、被害情報等の防災関連情報を
一元化して、構成団体と情報共有を図る見直しを行っ
た。

11/16
11月
臨時会

・大規模広域災害時の広域対応の体制構築に
ついて、関西広域連合として今後、どのよう
に進めるのか所見を伺う。

中山議員
（徳島県）

・相互応援協定を締結している関東や、中・四国、九州
との間では、防災訓練の相互参加や連絡会議等を通じて
連携、強化を行っており、今後、南海トラフ地震を想定
した関東からのカウンターパートの設定や応援内容など
について協議を進めていきたい。

井戸連合長

・災害時の相互応援協定を締結している関東や、中・四
国、九州との間では、防災訓練の相互参加や連絡会議等
を通じて平時から連携強化を図っている。引き続き大規
模災害時の広域応援体制の推進に努める。

11/16
11月
臨時会

・武力攻撃等が生じた場合に備え、核シェル
ターなどミサイルが発射された際の避難場所
の確保等、住民の安全確保に向けて関西広域
連合としても取組を行うべきではないか。

森脇議員
（兵庫県）

・避難場所の確保については各構成団体で約12,000施設
を指定しており、加えて現在、地下施設等の追加指定を
進めている。今後とも、指定した避難施設の所在など住
民への周知に取り組むとともに、Ｊアラートなどの情報
伝達訓練や住民避難訓練を積み重ね、府県民の安全確保
に取り組んでいく。

井戸連合長

・避難場所の確保については、各構成団体で避難施設の
指定拡充を進めている。また、地下施設等の追加指定も
進めており、和歌山県が駅前地下広場を新たに追加指定
するなど、全国的に見ても先進的な取組も進んでいると
ころ。
・今後とも、住民への周知、Ｊアラートなどの情報伝達
訓練や住民避難訓練を積み重ね、府県民の安全確保に取
り組んでいく。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域防災に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

11/16
11月
臨時会

・南海トラフ地震に係る津波対策として、関
西広域連合が主導し、構成府県市の津波災害
特別警戒区域の設定を急ぐべきではないか。
またその際の住民負担を軽減できるよう国に
対し要望するべきではないか。

森脇議員
（兵庫県）

・警戒区域や特別警戒区域の指定に関しては地域の実情
に応じて各府県で判断すべきだと考えるが、関西広域連
合として住宅等高台の移転が円滑に進むよう、国に対し
て強力な支援措置の実施を要望していく。また、今回改
定する、「関西防災・減災プラン」を通じて、津波避難
の住民への共同啓発や高台への集団移転などを含む事前
復興計画の策定促進など、住民の命を守る対策を進め
る。

井戸連合長
・住宅等の高台移転が円滑に進むよう、引き続き、国に
対して強力な支援措置の実施を要望していく。

1/13
総務
常任
委員会

・防災について、北朝鮮の核の問題もあり、
民間の大企業に核シェルターなど避難場所の
確保について協力を求める必要があるのでな
いか。

吉田議員
（大阪府）

・防災局が、シェルター整備について旗振り役となる
と、危機感をあおるなど微妙な立場にあり難しい。民間
ベースでシェルター整備を行ってもらうのが望ましい
が、関西広域防災計画での位置付けには検討していく。

井戸連合長
・基本的には民間ベースでシェルター整備を行うのが望
ましいと考えるが、広域防災計画での位置づけについて
は検討していく。

1/13
総務
常任
委員会

・広域避難ガイドラインの見直し、更なる実
効性の見直しの向上とあるが、具体的な実効
性を念頭に置いているのか。

井坂議員
（京都市）

・防災減災プラン原子力編の来年度改定に際し、国の事
例や、福井県での広域避難訓練実施も踏まえ、委員会を
設け改定を行っていきたい。

大久保
広域防災局長

・平成30年８月25日～26日に、大飯発電所及び高浜発電
所での事故を想定した、国の原子力総合防災訓練におい
て、府県域を越える広域避難実動訓練が実施された。国
が取りまとめる訓練検証等を踏まえ、広域避難ガイドラ
インの見直しを行うなど、実効性の向上を図っていく。

1/13
総務
常任
委員会

・防災減災プランの改定の際に、多重災害も
想定に加えていただきたい。

中沢議員
（滋賀県）

・ごもっともな指摘と思うので、今後検討していく。 井戸連合長
・平成30年度において、関西防災・減災プラン（原子力
災害対策編）の改訂を行うこととしており、複合災害へ
の対応についても、引き続き検討していく。

1/13
総務
常任
委員会

・原子力災害について、原発の同時事故にお
ける避難計画が作成されていないが、どのよ
うに考えているか。また、外国人の方への多
言語による避難対策はあるのか。

浜田議員
（京都府）

・国でも同時の原発事故を想定していない状況である
が、自然災害による多重災害は検討していかなければな
らない。多言語での避難対策については、単一言語のみ
と考えておらず、避難情報をどのように提供していくの
か検討していく。

大久保
広域防災局長

・平成30年度において、関西防災・減災プラン（原子力
災害対策編）の改訂を行うこととしており、同時の原発
事故については、内閣府主導による福井エリア分科会で
の議論の進展結果を、プランに記載する予定としてい
る。
・外国人観光客などの外国の方への災害情報の提供につ
いて、情報発信体制の構築など、引き続き検討を行って
いく。

1/13
総務
常任
委員会

・帰宅困難者について、大きな災害の場合
は、条例で住民を規制する必要があるのでは
ないか。

川田議員
（奈良県）

・広範囲な問題であるため、一律に定めることが困難。
実践的な訓練を重ね、一定のパターンができれば制度化
を検討してもよい。兵庫県の帰宅訓練の状況などを把握
し、参考にしていきたい。

井戸連合長

・平成30年度において、関西広域連合として初めて帰宅
困難者対策訓練の実施を予定しているほか、帰宅支援ガ
イドラインを策定する予定である。引き続き帰宅困難者
対策について取り組む。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域防災に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

3/3
3月

定例会

・感染症の水際対策について、国における検
疫体制のさらなる対策を求めていくこととあ
わせて、万が一国内で発生した場合に備えた
感染症対策の関西全体としての取組をさらに
充実させる必要があるのではないか、所見を
伺う。

大山議員
（大阪府）

・関西広域連合としては、感染症が発生した場合を想定
した合同研修会の開催や情報伝達などの広域連携訓練等
の実施をしっかりするとともに、広域連合を挙げて、常
時連携している医療局と防災局に、例えば観光・文化・
スポーツ局も加わるというようなことも含めて、事前の
防災訓練など、広域的な対応ができるような体制を整備
していきたい。

井戸連合長

・関西広域連合構成団体及び連携県では従前から感染症
対策について合同研修会を開催してきた。30年度の研修
会等の開催計画案の検討にあたり、来年度のラグビー
ワールドカップ・2020東京オリンピック・パラリンピッ
クを控え、キャンプ地誘致をめざす自治体も多く 、さら
にワールドマスターズゲームズ2021関西を控えているこ
とから、関連する部局(スポーツ・文化・観光)を交えた
実効性ある感染症の水際対策の体制整備を目標としてお
り、平成31年度において関連部局の参加を想定した研修
会を計画している。

3/3
3月

定例会

・防災庁の創設に向けた関西広域連合の実現
戦略について、所見を伺う。

原議員
（兵庫県）

・防災庁の創設については、昨年10月に懇話会を東京で
開き理解を深めたところだが、関西でも30年度に経済界
とも連携してシンポジウムを開催する。あわせて防災庁
設置の必要性についての啓発映像をいろんなイベントで
流し、情報の提供を続けることで国民的理解の促進を
図っていく。
　事前防災の大切さをさらに訴え、防災庁の設置につな
いでいきたい。

井戸連合長

・「我が国の防災・減災体制のあり方に係る検討報告
書」の内容等について広く紹介し、国民的な理解を深め
ていくため、経済界とも連携したシンポジウムを開催す
るほか、防災庁設置の必要性をわかりやすく視覚的に訴
える啓発用映像ＤＶＤの作成・活用など積極的な情報発
信を行っていく。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・次期「関西観光・文化振興計画」を見直す
にあたり、2020年に向けて、関西広域連合と
して具体的にどのようなことを行っていくの
か。
・インバウンド対策として、外国人の活用が
重要と考えるがどうか。

吉川議員
（堺市）

・外国人観光客が急増する中で、国際イベントに対応で
きる受け入れ体制の整備や、関西観光本部との連携・役
割分担、ＩＲ推進法や住宅宿泊事業法の成立を踏まえた
対応、また文化面では、文化芸術振興基本法の改正を踏
まえた対応などが必要になると考えており、関西観光・
文化振興計画検討委員会での議論を積み上げ、年度内の
基本計画改定を目指す。
・プロモーションなどを通じてマーケティングを行うと
ともに、KANSAl Free Wi-Fi（Official)などから得られ
るビッグデータを活用して訪日外国人客のニーズに応え
ていきたい。

山田委員

・平成30年3月に「関西観光・文化振興計画」を改定し、
①国際競技大会等を踏まえた観光の推進、②文化力の向
上と文化観光の推進、③外国人観光客の急増対策として
のインフラ整備の充実、④「KANSAl」のさらなる知名度
アップ、⑤旅行消費額拡大に向けた取組、⑥関西観光本
部を中心とした推進体制の確立等の６つの戦略テーマに
取り組んでいる。
・関西観光本部において、KANSAl Wi-Fi(Official)から
得られるビッグデータを活用した訪日外国人客のニーズ
把握に着手している。

7/9
7月

臨時会

・関西広域連合として、民泊新法によって民
泊を増やすという方向に賛成か。また、都市
部で民泊の集中が進むなか、地方の旅館等へ
の宿泊客の分散はどう図るのか、見解を伺
う。

井坂議員
（京都市）

・住宅宿泊事業法の成立により、これから、安全確保等
のための規定や体制が整備され、さらに都道府県等が地
域の実態に応じ条例を制定することが見込まれるため、
関西広域連合としては構成団体のこうした対応をサポー
トしていく。
・手ぶらで観光できる宅配利用促進や、広域的な観光周
遊をアピールすること等により都市部のホテルから広域
の範囲への誘導を進める。

山田委員

・住宅宿泊事業法に基づく各府県、保健所設置市の条例
が制定されているところであり、関西広域連合として
は、国へ更なる制度改正を求めるなど、構成府県市のサ
ポートに努めている。
・関西観光本部を中心に、広域周遊ルートのＰＲや、手
ぶら観光ができる宅配利用を促進を継続し、都市部から
周辺部への誘客を図っている。

8/24
8月

定例会

・カジノを中核とする統合型リゾートを整備
するＩＲ法について、関西広域連合としては
どう評価しているのか。ＩＲ法を前提とした
研究会は中止すべきではないか。

浜田議員
（京都府）

・関西広域連合はＩＲの誘致について直接かかわる立場
ではないが、構成府県市が誘致に名乗りを上げ蓋然性が
高い以上、関西全体に影響が及ぶことに対しての評価を
行っており、関西広域連合として国にどういう提言をす
べきかという観点から検討している。
・今後とも、国の法案の動向を踏まえながら、関西にお
けるＩＲの方向や課題に対する各府県、政令市の対応を
しっかりと踏まえ、関西観光・文化振興計画に盛り込む
関西広域連合としての対応について引き続き議論してい
きたい。

山田委員

・平成30年7月20日にＩＲ実施法が成立したことを踏まえ
て、「ＫＡＮＳＡＩ統合型リゾート研究会」を10月に再
開し、関西にlRができた場合の広域的な連携の在り方等
について検討する予定をしている。

8/24
8月

定例会

・明治維新150年を関西広域連合としても、関
西観光・文化振興計画に観光素材の一つとし
て取り込み、関西にゆかりのある偉人やその
足跡などの歴史・文化を切り口とし、広域連
合域内に訪日外国人観光客を誘致する周遊
ルートを設定するなどの取り組みを行ってみ
てはいかがか。
・また、関西広域連合の各構成府県市を代表
する幕末維新期の偉人について、各団体がリ
レー方式で偉人サミットを開催するなどの取
り組みを行ってみてはどうか、所見を伺う。

片桐議員
（和歌山県）

・文化庁の関西への全面的移転もあり、守る文化から、
活かす文化へと変わっている。その点からも明治維新150
年を機に、さまざまな明治をめぐる魅力ある資産、遺
産、財産を結びつけたルートを関西観光本部とも十分協
議をしながら作っていきたいと考えているところ。
・偉人サミットなど具体的な取り組みについては、明治
維新150年について、各構成府県市の取組の検討状況を踏
まえながら、関西広域連合としてうまく統一あるような
事業ができるように努力していきたい。

山田委員

・KANSAl国際観光YEARの平成30年のテーマを「関西の文
化観光」とし、関西各地の文化をテーマにした取組を実
施することとしておリ、その中で関西各地にある明治に
ゆかりのある資産、遺産、財産を活用した観光の推進に
ついて、関西観光本部とも協議しながら今後、検討して
いく。
・平成30年９月には歴史文化遺産フォーラムを、明治150
年の節目に関西文化について考える内容で開催し、その
中で幕末維新期に関西で活躍した人物を題材として取り
上げた。

広域観光・文化振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域観光・文化振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

8/24
8月

定例会

・「はなやか関西・文化戦略会議」での第一
次提言を踏まえ、今後の事業を具体化し、文
化振興の取り組みを進めていくべきと考える
が、見解を伺う。

大山議員
（大阪府）

・今後の文化振興事業の展開について、まずは、東京オ
リンピック・パラリンピックやワールドマスターズゲー
ムズ2021関西をターゲットにしながら、関西の文化の力
を結びつける取り組みを進めていきたい。

山田委員

・東京2020オリンピック・パラリンピック等に向け、関
西の豊富な文化芸術の魅力を国内外に発信し、関西への
誘客を図る取組を進めており、平成30年２月には、東
京・観世能楽堂において、関西の能楽・人形浄瑠璃、歌
舞伎などの「ものがたり」をテーマとするフォーラムを
関西圏域外で初めて開催した。平成30年度も引き続き開
催を予定している。
・平成30年度は関西の文化情報を発信するウェブサイト
をリニューアルし、関西の文化施設情報の多言語化をは
じめ情報発信の強化を図っている。

8/24
8月

定例会

・これまで無許可営業であった民泊が、住宅
宿泊事業法の成立を受け、住宅宿泊事業者と
して民泊サービスを開始することも考えられ
る。これらが及ぼす関西の観光施策への影響
も考慮して、「関西観光・文化振興計画」の
戦略テーマ等を再考する必要があるのではな
いか、現時点で想定される方向性を伺う。
・関西広域連合としても需給バランスを踏ま
え、民泊を含めた宿泊施設の効果的な活用策
を検討のうえ、次期計画に反映していただく
よう要望する。（要望）

加藤議員
（大阪市）

・民泊対策については、今後出される住宅宿泊事業法の
政省令を受けて、各都道府県と保健所設置市がそれぞれ
の状況に応じて規制、又は推進をしていくのか、かなり
対応が分かれてくるものであり、それぞれ一番地域に詳
しい自治体が判断をしていかざるを得ないと考えてい
る。
・関西観光・文化振興計画の中では、受け入れ環境の整
備として、比較的稼働率に余裕のある地域への誘導、ホ
テルに比べ稼働率の低い旅館や簡易宿泊所への誘導など
に取り組むこととしている。
・これに加えて、構成府県市における民泊への対応をこ
れから見きわめ、宿泊の受け皿づくりとしてどう取り組
んでいくかなど、その取り扱いについて整理していきた
い。

山田委員

・住宅宿泊事業法の成立により、各府県や保健所設置市
が地域の実情に応じた条例を制定されているところであ
り、「関西観光・文化振興計画」では、住宅宿泊事業い
わゆる民泊については、「それぞれの構成府県市の地域
の実情に応じた取組を尊重し、各地における優良な民泊
に関する情報発信等を行う。」としており、構成府県市
における条例施行後の状況を睨みながら必要な支援を行
う。

10/14
産業環
境常任
委員会

・関西広域連合として、観光魅力度向上のた
め質を高める必要があるが、そのための戦略
は何か。

吉田議員
（大阪府）

・関西には多様性があり、特徴のある都市、地域が多
い。我々は、一つのものを売るのではなく、こういう多
様性を上手くネットワーク化することで相乗効果を狙っ
ていきたい。

山田委員

・関西観光本部を中心として、「美の伝説周遊ルート」
のＰＲの他、外国人旅行客のニーズの変化、多様化を踏
まえ、「着地型体験観光サブコース」を設定し、海外の
旅行博等でＰＲしている。

10/14
産業環
境常任
委員会

・関西として発信力の向上が必要ではない
か。

吉田議員
（大阪府）

・既存のメディアは東京中心であり、どうしても関西の
発信力が弱い。SNSやブロガーといったソーシャルメディ
アを活用して発進力を高める取組を進めたい。

山田委員

・関西観光本部が実施するファムトリップにおいて、メ
ディア・エージェントの他、ブロガーを招致しＳＮＳに
よる情報発信を実施するほか、公式インスタグラム♯
truekansaiにより、関西各地の美しい風景を募集し、発
信している。

10/14
産業環
境常任
委員会

・文化財の活用はどのように進めていくの
か。

吉川議員
（堺市）

・文化財は守るべきところは守りながら、文化の宝庫で
ある関西としてうまく活用もしていきたい。また、新し
い文化のコンテンツとして、食や伝統産業、漫画・アニ
メ・ゲームなども活用していきたい。

山田委員

・KANSAl国際観光YEARの平成30年のテーマを「関西の文
化観光」とし、関西国際空港で関西の文化や観光を紹介
するイベントを実施した。
・位置情報アプリやＡＲなどを活用し、外国人観光客に
関西各地にある文化資源を周知するモデル事業やドラゴ
ンボールのキャラクターを活用したスタンプラリー事業
に着手している。
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広域観光・文化振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

10/14
産業環
境常任
委員会

・インバウンドの評価は、来日客数だけでな
く観光消費にも着目する必要がある。次期計
画案には、観光消費を拡大する取組が弱いの
で、もう少し厚みのある取組を書いてほし
い。特に、昼だけでなく夜に金を消費する仕
組みが必要である。

吉川議員
（堺市）

・観光消費の拡大については、私ども課題と考えている
ので、しっかりと進めさせていただきたい。

古川広域観
光・文化・ｽ
ﾎﾟｰﾂ振興局長

・平成30年3月に改定した「関西観光・文化振興計画」
で、旅行消費額拡大に向けた取組を戦略テーマとして明
記した。
・関西観光本部を中心に、外国人観光客の関西での消費
機会の創出を図るため、「美の伝説」等、多彩な広域観
光周遊ルートの発信を行い、滞在期間の長期化を促して
いる。

11/16
11月
臨時会

・関西広域連合として府県境での広域観光の
推進についてどのように取り組んで行くの
か、また、構成府県市で取り組んでいるＩＣ
Ｔを活用した観光施策の連携の可能性につい
て考えを伺う。

松岡議員
（京都府）

・関西全体の観光振興を図っていくうえでloTやlCTなど
の新しい技術の活用は重要で有効なものと考えており、
関西広域連合で関西全域を対象に広げていくモデル的な
取組を検討していきたい。
・府県境の広域観光の推進については、構成府県市が
テーマやストーリーに基づいて魅力を高めながら発信し
ていく取組を、新しい関西観光・文化振興計画に位置づ
けていきたいと考えている。

門川委員

・平成30年度に、位置情報アプリやＡＲなどを活用し、
外国人観光客に関西各地にある文化資源を周知するモデ
ル事業やドラゴンボールのキャラクターを活用したスタ
ンプラリー事業に着手している。
・新しい関西観光・文化振興計画に、広域的なスポー
ツ・ツーリズムの推進や歴史的な観光ルートの開発を明
記しており、関西観光本部を中心に広域観光の推進に努
めている。

11/16
11月
臨時会

・違法「民泊」の実態把握と取り締まりの抜
本的強化を図るために国や自治体において体
制の強化を図るべきと考えるが、関西広域連
合の見解は。

井坂議員
（京都市）

・それぞれの府県や保健所設置市において、警察とも連
携しながらしっかりと対応していくとともに、関西広域
連合としても、今後必要に応じて国に対して適切な対応
を呼びかけていきたい。

門川委員

・住宅宿泊事業法に基づく各府県や保健所設置市の条例
が制定されているところであり、関西広域連合として
は、必要に応じて国へ更なる制度改正を求めるなど、構
成府県市のサポートに努めていくこととしている。

11/16
11月
臨時会

・自転車を通じて関西を盛り上げるため、サ
イクルロードの設定を提案したい。また、自
転車の利活用には自動車関係団体やメーカー
との連携、自治体間での情報共有や連携が必
要と考えるが、見解を伺う。

目片議員
（滋賀県）

・関西全域でのサイクルロードの設定については、関西
広域連合でハード整備や安全確保などを行う事は難しい
が、関西各地の自転車イベント等の情報を集め、関西観
光本部が海外で実施するプロモーションでのＰＲをはじ
め、関西のサイクルツーリズム情報の積極的な発信に努
めたい。また、取組にあたっては関西観光本部とともに
関西の自動車メーカーや団体との連携を図るとともに、
機運を高めることで自転車観光の環境整備に前向きに取
り組む自治体を増やしていきたい。

門川委員

・平成30年3月改定の「関西観光・文化振興計画」で、サ
イクリングなどのスポーツ・アクティビティの掘り起こ
しを行い、広域的なスポーツ・ツーリズムの推進に取り
組むことを明記した。
・2019年から始まるゴールデンスポーツイヤーズを控
え、サイクリングなど関西広域で体験できるスポーツ・
アクティビティの掘り起こしを行い、「美の伝説」と組
み合わせた観光ルートの提案などの情報発信等に努め、
より広域的なスポーツ・ツーリズムの推進に取り組んで
いる。

11/16
11月
臨時会

・ワールドマスターズゲームズに向けた交通
アクセスの利便性向上のため、関西広域連合
エリア全体の高速道路定額乗り放題パスを企
画できないか、国等に要請するべきと考える
が、見解を伺う。

中山議員
（徳島県）

・まずは公共交通機関の利便性を向上させる
KANSAlONEPASSについて、利用範囲の拡大を関係機関に働
きかけるとともに、大会組織委員会や各府県政令市実行
委員会において検討されているシャトルバスの運行など
についてもしっかりＰＲしていく。
・外国人観光客にとってレンタカーを使ったドライブ観
光も有効な手段の一つであり、更なる利便性の向上に向
けて国や関係団体に必要な提案をしていきたい。

門川委員

・関西観光本部を中心に、KANSAl ONE PASSの販売の促
進、利用範囲拡大に向けた関係機関への働きかけを実施
している。
・海外での旅行博等で、レンタカーを活用した旅行ルー
トの提案等を関西観光本部が実施している。

11/16
11月
臨時会

・文化庁の移転を契機として連携を強化し、
新たな取り組みを行うことによって関西全体
の魅力を文化の面から一層向上させるべきだ
と考えるが、いかがか。

吉田議員
（大阪府）

・今後、文化庁との連携をさらに強化し、地域の文化資
源を観光等と結びつけ、あるいは、食文化などの暮らし
の文化を継承、発展させるなど、さまざまな関西の強み
を生かしたモデルとなる取組を進め、それらを創造的に
発信していきたいと考えている。

門川委員

・平成29年度に引き続き、主催者として関西広域連合、
歴史街道推進協議会に文化庁地域文化創生本部が加わっ
た形で、３者が連携して歴史文化遺産フォーラム（平成
30年９月、兵庫県神戸市）を開催し、「関西の私たちは
歴史の節目に何をすべきか」と題して、明治150年の節目
に関西文化について考えた。
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11/16
11月
臨時会

・百舌鳥・古市古墳群が世界文化遺産の国内
推薦候補に選定されたが、このような世界遺
産等歴史的文化資源を活用した事業に取り組
んではいかがか。

吉田議員
（大阪府）

・百舌鳥・古市古墳群が世界文化遺産に登録されると、
経済的にも非常に大きな効果が見込まれる。関西広域連
合としても登録が実現するよう地元と連携して応援して
きたい。
・歴史的な文化資源の活用については、関西各地で先駆
的に取り組まれており、トッププロモーション等で積極
的に情報発信も行っているが、日本遺産や周遊ルートに
関連する文化資源を旅行会社やマスメディアにＰＲして
いくなど一層積極的な国内外への情報発信に努めてい
く。

門川委員

・平成30年度当初予算において、百舌鳥・古市古墳群の
世界遺産登録を推進するイベントの開催に関する経費を
計上し、地元の登録推進組織と連携して、同古墳群及び
関西各地の世界遺産等のＰＲを行う予定をしている。

11/16
11月
臨時会

・関西広域連合が本格移転後の文化庁とどの
ように連携していくのか、また、関西への文
化庁移転の効果を実感いただくためにどのよ
うな取組を進めるのか、伺う。

西﨑議員
（大阪市）

・文化庁と連携して、関西各地の文化を基軸としたまち
づくりを全国に広げていくことが、地元として期待され
る役割であると考えている。
・また、文化庁が関西に移転する効果を日本中の多くの
方々に実感いただけるよう、地域文化創生本部、経済界
や関係機関などとしっかり連携し、関西が得意とする観
光、食文化、マンガ・アニメ・映画・映像、伝統産業な
どのさまざまな分野と豊富な文化資源を結びつけ、その
相乗効果を発揮していく取組を、オール関西で先導的に
進めていきたい。

門川委員

・平成29年度に引き続き、主催者として関西広域連合、
歴史街道推進協議会に文化庁地域文化創生本部が加わっ
た形で、３者が連携して歴史文化遺産フォーラム（平成
30年９月、兵庫県神戸市）を開催し、「関西の私たちは
歴史の節目に何をすべきか」と題して、明治150年の節目
に関西文化について考えた。

11/16
11月
臨時会

・文化財の地域・観光資源としての活用につ
いて、今後どのような取組を進めるのか。

西﨑議員
（大阪市）

・今後、これまであまり活用されてこなかった文化財な
どについて、位置情報やAR、VRなどの新たな技術も活用
しながら、外国人観光客にとってもわかりやすい多言語
対応の充実を図るなど、観光資源としての活用を一層進
めていきたい。
・また、ワールドマスターズゲームズ2021関西では、オ
リンピック・パラリンピック以上に多くの外国人観光客
が関西を訪れることが見込まれることから、スポーツと
観光の連携も深められるよう積極的にオール関西で取り
組んでいきたい。

門川委員

・平成30年度は位置情報アプリやＡＲなどを活用し、外
国人観光客に関西各地にある文化資源を周知するモデル
事業やドラゴンボールのキャラクターを活用したスタン
プラリー事業に着手している。
・平成30年3月改定の「関西観光・文化振興計画」で、サ
イクリングなどのスポーツ・アクティビティの掘り起こ
しを行い、広域的なスポーツ・ツーリズムの推進に取り
組むことを明記。
・スポーツ観光の推進に向けては、サイクリングなど関
西広域で体験できるスポーツ・アクティビティの掘り起
こしを行い、「美の伝説」と組み合わせた観光ルートの
提案などの情報発信等に努め、より広域的なスポーツ・
ツーリズムの推進に向けて検討している。

11/16
11月
臨時会

・多様化している外国人観光客の旅行スタイ
ルや目的に合った受け入れ環境が必要である
が、外国人観光客に再び関西に訪れたいと
思っていただき、リピーターになっていただ
くため、今後どのような取組を進めるのか。

西﨑議員
（大阪市）

・関西観光・文化振興計画の中間案には、インフラ整備
の充実、例えば、KANSAl ONE PASSの利用範囲の拡大や、
KANSAl Wi-Fi(Offical)のスポット数の増加、Wi-Fiから
得られるビッグデータの活用などに取り組むことを掲げ
ている。
・こうした取組と併せ、構成府県市がそれぞれ行ってい
るスポーツや文化、伝統産業等に関する体験など、外国
人観光客の関心が高い観光素材を海外プロモーションの
際に積極的に発信し、何度訪れても楽しめる関西をＰＲ
することにより、リピーターの増加を図っていく。

門川委員

・関西観光本部を中心に、KANSAl ONE PASSの利用範囲拡
大に向けた関係機関への働きかけ、KANSAl Wi-
Fi(Official)のスポット数の増加について取組を行って
いる。また、関西観光本部では、Wi-Fiから得られるビッ
グデータを活用して、外国人観光客の観光動向を分析
し、構成団体の観光施策に活用できるよう取組を進めて
いる。
・外国人旅行客のニーズの変化、多様化を踏まえ、関西
観光本部において「着地型体験観光サブコース」を設定
し、海外の旅行博等でＰＲしている。
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1/20
産業環
境常任
委員会

・旅行消費額と宿泊施設の拡大が追加で提案
されているが、新規のホテルの経営資本の大
半が東京や外国資本であることを考えると地
域経済への波及効果はあまり期待できない。
雇用や地域食材の使用の増加といったメリッ
トもある反面、デメリットもあるので、拡大
がすべてではないと思うがどうか。

井坂議員
（京都市）

・関西が持っている高付加価値な地場産品に対するモノ
消費と、食、スポーツ、カルチャーといったコト消費の
拡大が柱となり、地域経済の活性化に結びついており、
この部分の消費を促すための情報発信が、広域連合の一
番大事な役割だと考えている

古川広域観
光・文化・ｽ
ﾎﾟｰﾂ振興局長

・平成30年3月に改定した「関西観光・文化振興計画」
で、旅行消費額拡大に向けた取組を戦略テーマとして明
記した。
・関西観光本部を中心に、外国人観光客の関西での消費
機会の創出を図るため、「美の伝説」等、多彩な広域観
光周遊ルートの発信を行い、滞在期間の長期化を促して
いる。

3/3
3月

定例会

・国においても文化財活用の動きが加速し、
またインバウンドのさらなる増加が見込まれ
る中で、広域連合の「文化観光資源の宝庫・
強みを活かす」という方針は機を得たもので
あり、にし阿波の観光振興を推進している
我々としても非常に期待している。文化資源
を活用した観光振興資産の効果が関西広域連
合管内全域に及ぶよう、どのような具体的取
り組みを行っていくのか伺う。

南議員
（徳島県）

・今後、外国人観光客の地方部への誘導は大変重要と考
えており、広域連合としても、いわゆる典型的な日本文
化ではなく日本の生活文化をしっかりと紹介していくよ
うな取り組みがこれから重要になってくるのではないか
と考えている。そのため、自然環境や農漁村の風景など
をＳＮＳ、インスタグラム等で発信したり、それを多言
語化して紹介していきたい。今年は西国三十三所1300年
のＰＲを予定しているが、次は四国もしっかりとＰＲし
ていきたい。

山田委員

・関西観光本部においては、関西広域圏インバウンド観
光向け公式サイを８言語（日本語を含む）で発信するほ
か、公式インスタグラム♯truekansaiにより、関西各地
の美しい風景の投稿を募集し、発信している。
・関西の文化施設情報についても、「KANSAl Tourism」
の中で発信をしていく予定をしている。

3/3
3月

定例会

・ＩＲに関しては、国の議論の動向を踏ま
え、統合型リゾート研究会で広域連合として
どのようにかかわっていくべきか議論される
と考えるが、統合型リゾート研究会の今後の
予定、関西観光・文化振興計画の今後のさら
なる展開にある特定複合観光施設制度につい
ての広域的な観光連携やＭＩＣＥにおける連
携とはどのような取り組みを想定しているの
か、所見を伺う。

飯田議員
（大阪市）

・ＩＲ推進法ができたときに、リゾート研究会の中間報
告において示された、関西の一体的な魅力発信、アクセ
スをしっかりとつくっていく、アフターコンベンション
についてもしっかりとつくり上げていくということを、
依存症対策とともに政府に対し提案した。今後詳細な中
身がわかってきた段階で、関西の魅力、青少年健全育成
や治安対策等を含めた形で検討をつないでいかなければ
いけない。
・現状を見ると、カジノだけの魅力で人が呼べる時代、
国際会議場だけで人を呼べる時代ではないと考えてお
り、付加価値をつけることによって関西全体が盛り上が
るような方策を考えていかなければならないと考えてい
る。具体的な中身が固まり次第、関西広域連合としても
しっかりとした施策を進めていきたい。

山田委員

・平成30年7月20日にＩＲ実施法が成立したことを踏まえ
て、「ＫＡＮＳＡＩ統合型リゾート研究会」を10月に再
開し、関西にlRができた場合の広域的な連携の在り方等
について検討する予定をしている。

3/3
3月

定例会

・百舌鳥・古市古墳群の世界文化遺産登録の
実現に向けて今後どのように取り組み、関西
広域観光の推進にどうつなげていくつもり
か。地元市長である竹山委員に伺う。

西村議員
（堺市）

・今年９月ごろに予定されているイコモスによる現地調
査などに対して、地元４者が一丸となって取り組むとと
もに、オールジャパンでの機運醸成にしっかりと取り組
んでいく。
・現在、百舌鳥・古市古墳群を含む泉州地域を自転車で
観光周遊する泉州サイクルルート構想の具体化を進めて
おり、今後、和歌山県や奈良県、ビワイチ・アワイチな
ど、関西広域観光周遊ルート美の伝説も踏まえた広域的
な自転車観光ネットワークを展開していければと考えて
いる。

竹山委員 （堺市の取組として個別にフォローアップを行う）
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域観光・文化振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

3/3
3月

定例会

・万博誘致をきっかけに関西の魅力発信をど
う高めていくのか、また関西における観光基
盤の整備をどのように進めるのか。

上島議員
（大阪府）

・まず万博誘致の成功を目指すため、関西観光・文化振
興計画に「国際博覧会の誘致における関西の知名度アッ
プ」を掲げ、海外でのトッププロモーションにおいても
国際博覧会を誘致している関西だということをしっかり
とアピールして誘致に協力するとともに、関西の知名度
アップと観光の魅力発信をしていかなければならないと
考えている。
・ONE PASSについて、エリアの拡大を鉄道事業者に働き
かけるとともに、Wi-Fiは現在2万7,000のアクセスポイン
トを４万カ所にしていきたい。また、位置情報システム
やＡＲ、ＶＲなどのＩＣＴ技術を活用した周遊の仕組み
づくりや、ウエブサイトの多言語化など、しっかりと環
境を整えていきたい。

山田委員

・2019年から始まるスポーツゴールデンイヤーズに多数
の外国人観光客が関西に訪れることが予想されるため、
「美の伝説」など広域観光周遊ルートの情報発信によ
り、関西の知名度アップと観光の魅力発信に努めてい
る。
・関西観光本部を中心に、KANSAl ONE PASSの利用範囲の
拡大、KANSAl Wi-Fiのアクセスポイントの増加に向けた
関係機関への働きかけを行っている。
・平成30年度は、位置情報アプリやＡＲなどを活用し、
外国人観光客に関西各地にある文化資源を周知するモデ
ル事業やドラゴンボールのキャラクターを活用したスタ
ンプラリー事業に着手している。また、関西の文化情報
を発信するウェブサイトをリニューアルし、関西の文化
施設情報の多言語化をはじめ情報発信の強化を図ってい
る。

3/3
3月

定例会

・関西広域連合において、訪日外国人観光客
の決済環境の整備は喫緊の課題と考えるが、
現状と今後の取組について伺う。
・外国人旅行者はSlMフリーの携帯電話を使わ
れている方が多いと認識しているが、使用可
能な箇所に地域差があるとも言われる
「KANSAl Wi-Fi」の今後の取組について伺
う。

諸岡議員
（京都府）

・決済環境の整備について、「アリペイ」や「We Chat
Pay」の使用人数の急増は、スマートフォンが使える地域
であればどこでも利用できることから逆に地方にとって
チャンスがめぐってきたと考えている。今後関西観光本
部と連携し、モバイル決済をテーマにしたセミナーの開
催や、専門家の派遣などの取組を実施したい。
・SlMフリーの普及に伴い、ニーズが高くなるFree Wi-Fi
のアクセスポイントを現在の約２万7,000から４万まで伸
ばすことで地域間格差をなくし、観光の広域化を図って
いきたい。

山田委員

・関西観光本部では、観光庁の事業を活用し、専門家派
遣を実施するとともに、平成30年３月に「関西インバウ
ンド交流会2018」を実施し、クレジットカードを中心と
した決済手段の最新情報についてのセミナーを開催し
た。
・関西観光本部を中心に、KANSAl Wi-Fiのスポット数の
増加のため、関係機関への働きかけを行っている。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・文化庁の移転や今後開催が予定されて
いる国際スポーツ大会を機に、スポーツ
活動を通じて関西文化を発信するような
取組を進めてはどうか。

吉田議員
（大阪府）

・広域連合として、関西地域で開催される主なスポーツ
大会やスポーツイベントとともに、会場周辺の観光名所
等を記載したリーフレット等を作成し情報提供を行いな
がら、文化とスポーツの連携を進めていきたい。

井戸連合長

・関西圏域内で開催される国際競技大会や全国大会（障害
者スポーツ大会を含む）、スポーツイベントの概要と会場
周辺の観光名所、宿泊・文化施設などの情報を掲載した
リーフレットを作成し、構成府県市内のスポーツ施設や全
国の都道県へ配布するとともにホームページを作成し、情
報発信に努めた。

7/9
7月

臨時会

・ワールドマスターズゲームズを広域で
開催するデメリットを極力排除し、別の
魅力を付与するなどの工夫が必要である
が、どのように対応するのか。
・大会開催を機に、生涯スポーツやス
ポーツツーリズムの振興に繋げるため広
域連合としてどのように取り組むか。

中川議員
（京都府）

・広域開催ということで、広報活動や宿泊、輸送などこ
れまでの大会以上の対策を講じる必要がある。
・参加者の関心に応えられるような情報提供をしっかり
行っていけるよう準備を進める。また、デメリットであ
る交通アクセス時間については交通手段についてJRや関
西の私鉄とも相談していくこととしている。併せて、総
合案内所を兼ねた交流拠点の設置についても検討してい
きたい。
・生涯スポーツを推進するため、誰もが参加できるオー
プン型の競技大会であるワールドマスターズゲームズの
良さを発揮できるよう、ゲーム内容だけでなくおもてな
しの面でも満足していただける大会とすべく努力した
い。

井戸連合長

・宿泊については、様々なタイプの宿泊施設（ホテル・旅
館、ユースホステル、ホームステイ等）の提供を目指し、
現在、それらが充足しているかの検討を進めている。
・センタービレッジ、各府県サテライトビレッジを大会受
付、参加者同士・地域住民との交流、案内所（観光・文化
情報発信）等の機能を持つプラットフォームとすること
で、一体感醸成の拠点となるよう計画を進めている。
・プラットフォームから競技会場へのストレスのない移
動、競技後にも関西に滞在して観光できる交通サービスの
提供を、近畿運輸局、関西観光本部、鉄道事業者とともに
協議を進めている。

7/9
7月

臨時会

・ワールドマスターズゲームズの開催に
向け、国内での機運の醸成をはじめ、国
外にも積極的にＰＲをしていく必要があ
るが、オールジャパンとの取り組みとし
て国にどのような要望を行っていくの
か。

住吉議員
（兵庫県）

・海外からのリピーターの呼び込みとして、今後の予定
や現在の検討状況を含めて最新情報を大会ホームページ
に適宜掲載することとし、関西大会はアジア初の開催で
あることから、これまでの大会以上に海外への積極的な
ＰＲ、情報発信を行っていく。
・国に対しては、在外公館や自治体国際化協会などの関
係機関と連携した情報提供、スポーツ・観光・健康づく
りなど国が主催する国際会議を通じたＰＲ、あるいは、
国の訪日インバウンド事業などを通じた大会ＰＲなど、
オールジャパンの取り組みとして積極的な支援を引き続
き要望していく。

井戸連合長

・平成30年２月より、WMG2017オークランド大会参加者約
28000人に対し、開催府県市の魅力を伝えるべくメールマガ
ジンを配信した。同様に、９月に開催されたアジアパシ
フィックマスターズ（APMG）2018ペナン大会等の参加者に
対しても情報発信し、大会HPやフェイスブックなどへの誘
引を図り、参加者獲得につなげる。
・平成30年４月より、スポーツ愛好家が集うプラット
フォームとして「ポータルサイト」を立ち上げ、このポー
タルサイトを多くの方に利用いただくことで、関西大会へ
の機運醸成を図り、参加者獲得につなげる。
・この９月に開催されたAPMG2018ペナン大会において、Ｐ
Ｒブースの出展や両会長によるトッププロモーションを行
うなど、アジアでの大会周知、参加者獲得にむけた広報誘
客活動を実施した。
・Ｈ30年４月、関西領事団総会にて領事館関係者に対し、
WMGの周知、情報発信協力を依頼した。
・自治体国際化協会及び日本政府観光局の東京本部に適宜
訪問し、大会準備状況を含め継続して情報提供するととも
に、各海外事務所を通じた情報発信や現地におけるスポー
ツ関係機関、旅行会社等の調査・情報提供を依頼してい
る。
・大会ＨＰの多言語化にも取り組んでおり、５月のＨＰ改
修時には英語、中国語（繁体・簡体）、９月末には韓国語
に対応する予定。

広域スポーツ振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域スポーツ振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

7/9
7月

臨時会

・ワールドマスターズゲームズについ
て、参加人数を増やすため国内外に対し
広報活動が重要と思われる。参加を促す
魅力的な特典や参加費用のチームでの金
額設定の有無等も参加人数に大きな影響
を与えると考えるがどうか。
・ボランティアの人員確保にどう取り組
むか。
・ボート競技の日本では使用していない
重量艇は特別に準備する必要があるが、
対応について考えを伺う。
・広域開催ゆえのメリット、デメリット
への対応、また、各地域で新たな関西の
良さを見いだしてもらうための取組につ
いて伺う。
・各地域で賑わいや交流が創出できるよ
う、周遊したくなる仕組みづくりについ
て、今後4年間戦略的に取り組む必要が
あると思うが、今後の取組を伺う。

中沢議員
（滋賀県）

・旅行会社との連携による旅行商品の開発や、同伴の家
族やコーチも含め大会前後にツーリズムに出掛けていた
だくような仕掛けを十分に用意したい。参加費用のチー
ムでの金額設定については、今までの大会でも個人単位
での料金設定となっており、原則を変えるのは難しいが
検討する。
・ボランティアの確保については、各府県政令市の実行
委員会とよく相談をしながらボランティア要請などにつ
いて努力をしていきたい。また、東京オリンピック・パ
ラリンピックで募集するボランティアの方々についても
ご協力をいただくようにしたい。
・ボートの重量艇は特殊経費として検討しつつ、オリン
ピックの競技で使われたボートなどの活用についても考
えていく。
・大会参加者の交通移動の不便や、参加者同士や地域住
民との交流の場の確保が不可欠というデメリットをうま
くメリットにつなげるため、交通パスやシャトルバスの
運行、また交流の場としての交流拠点であるセンタービ
レッジのほか、各競技開催地でも交流拠点を設置するな
ど、住民との交流も含めて一体感を出していきたい。
・４年間の取り組み姿勢については、スポーツだけでは
なく、ツーリズム、観光などを含めた長期滞在者に対す
るアプローチが不可欠であり、近畿運輸局や一般財団法
人関西観光本部、あるいは各府県とも連携して受け入れ
体制の強化を図っていく。

井戸連合長

・2017年11月にラグビーワールドカップ2019、2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会の両組織委員会や全国外大連合と連携協定
を締結し、広報やボランティアなどそれぞれのノウハウを活用した運営
準備や機運醸成等の連携した取組を進めることとなった。
・海外誘客についてはプロモーション事業を展開し、大会認知度向上と
参加者動向の分析を行っている。今後は、それを基に海外よりの参加者
が増える効果的な施策を行う予定。
・ボランティアの人員確保については、各開催地域の実行委員会が主体
となって、地域団体や大学、企業等の団体ボランティアの募集を中心に
行う。また、海外からの参加者をしっかりと「おもてなし」するために
も言語対応に留意することとしており、語学ボランティアが不足する地
域については、連携協定を締結した全国外大連合から派遣された語学ボ
ランティアを組織委員会が配置調整する等して対応する予定である。
更に、ラグビーワールドカップ2019や東京オリンピック・パラリンピッ
ク2020で活動したボランティアに、ＷＭＧ2021にも参加してもらえるよ
うな仕組みの構築についても現在双方の組織委員会と調整中である。
・ボートの重量艇については、オリンピックの競技で使われたボートの
活用や海外からのレンタルでの対応を検討している。
・センタービレッジ、各府県サテライトビレッジを大会受付、参加者同
士・地域住民との交流、案内所（観光・文化情報発信）等の機能を持つ
プラットフォームとすることで、一体感醸成の拠点となるよう計画を進
めている。【再掲】
・プラットフォームから競技会場へのストレスのない移動及び、競技後
にも関西に滞在して観光できる交通サービスの提供を、近畿運輸局、関
西観光本部、鉄道事業者とともに協議を進めている。【再掲】
・参加者の長期滞在に繋がる観光については、テーマで繋ぐ周遊観光、
それぞれの開催地でしか体験できない着地型観光等多様な観光商品を提
供する仕組みを検討している。また、提供する商品内容の充実をはかる
ため、府県市および観光関連団体などとも協議をしている。

8/24
8月

定例会

・ロゴ表記の「ワールドマスターズゲー
ムズ2021関西」の後ろにJAPANを入れる
べきでないか。
・ラグビーワールドカップ、オリンピッ
ク・パラリンピック、そして、ワールド
マスターズゲームズと３年続く世界大会
を３本セットで徹底して広報に努めてい
くことが効果的と考えるが、見解を伺
う。

中村議員
（京都市）

・特に海外への広報については、日本を強調する必要が
あるので検討したい。
・この３つの国際的な大会をセットとして売り込んでい
く必要がある。また、ワールドマスターズゲームズにつ
いては、それまでの見る大会から、自ら行う大会へとい
う構図を浸透させることが重要と考えており、総力を挙
げて取り組んでいく。

井戸連合長

・ロゴマークについては、「ワールドマスターズゲームズ
2021関西」の下部にJAPANを入れたものに変更した。
・2017年11月にラグビーワールドカップ2019、2020年東京
オリンピック・パラリンピック競技大会の両組織委員会と
三大会連携協定を締結し、広報やボランティアなどそれぞ
れのノウハウを活用した運営準備や機運醸成等の連携した
取組を進めることとなった。【再掲】
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域スポーツ振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

8/24
8月

定例会

・関西広域スポーツ振興ビジョンに掲げ
る３つの将来像①生涯スポーツの拠点
「生涯スポーツ先進地域関西」②競技ス
ポーツ大会の拠点「スポーツの聖地関
西」③スポーツツーリズムの拠点「ス
ポーツツーリズム先進地域関西」をどの
ように具現化するのか。

福田議員
（鳥取県）

・①については、ワールドマスターズゲームズ2021関西
をしっかりやり遂げていくこととともに、総合型地域ス
ポーツクラブ等の団体や協議会を府県市に協力いただき
作っていく必要がある。②については、著名な指導者を
招聰した指導者講習会や、障害者アスリートを対象とし
たパワーリフティング選手の育成練習会の開催など計画
している。各府県で行っている選手強化の取組とあわせ
て、関西としての取組はどんなことがあり得るのかも検
討していきたい。③については、観光本部と連携し、ス
ポーツで訪れた方々に関西を楽しんでいただくような広
域観光の努力をしていきたい。
・生涯スポーツは「する」スポーツなんだという点を
ベースにして、ビジョンの実現を図っていきたいと考え
ている。

井戸連合長

①関西小学生スポーツ交流大会ミニバスケットボール大会
（H30/2/12）、関西シニアマスターズ大会の開催
(H29/10/21)や関西マスターズスポーツフェスティバルでの
開催支援などによりWMG２０２１に向けた機運醸成、スポー
ツへの参加機会の拡充に取り組んだ。②普遍的なコーチン
グ技術に関する指導者講習会を開催(H30/3/21)障害者アス
リートを対象としたパワーリフティング選手の育成練習会
の開催(H29/11/25)
③リーフレットやホームページにおいて、スポーツイベン
トと合わせて広域観光ルートについて、情報発信を行うと
ともに、関西各地で設立されているDMO等と連携を図りなが
らスポーツと関西に集積する自然・歴史・食など多種多様
な観光・文化資源とを融合し、「関西ブランド」として理
解・体験するプログラムの開発を進めている。

8/24
8月

定例会

・ワールドマスターズゲームズの認知度
をどうやって上げていくのかは、関西広
域連合を挙げて取り組むべき喫緊の課題
であると考えるが、所見を伺う。

福田議員
（鳥取県）

・どんな手段を使っても、認知度を上げていかなければ
いけないというのが我々に課された課題。
・現実に競技を主催する市町村で実行委員会を立ち上げ
ていただき、活動が始まると、自分のところで競技を行
うという意識が生まれ認知度向上につながるのではない
かと考えている。
・認知度を上げるだけではなくて参加を促す意味で勧誘
もしていく必要があるのではないかと考えている。

井戸連合長

・広域連合構成府県市における各種関連事業の場において
も、周知の徹底を意識して行う。（幹部による発言やポス
ター・チラシの掲出など）
・8府県下の開催市町の実行委員会の設置については、滋賀
県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県の５府県について
は、H30年度中を目途に全ての市町で設置するよう取り組ん
でいる（政令市を除く市町では、兵庫県の全市町、東大阪
市、鳥取市、湯梨浜町で設置済）。
和歌山県、奈良県、徳島県は、県の実行委員会における競
技部会として各市町が参画するという仕組みが採られてい
る。
・域内で実施しているスポーツ関連事業との連携やWMG組織
員会や実行委員会が実施するスポーツ体験事業などを活用
しスポーツ参加への啓発を図っていく

8/24
8月

定例会

・これまで開催されたインターカレッジ
コンペティションの状況や、提案された
アイデアをどのように生かしていくの
か、所見を伺う。

福田議員
（鳥取県）

・インターカレッジコンペティションは平成26年度から3
回開催し、第3回目の最優秀賞受賞チームはオークランド
大会に研修派遣を行った。
・まだそのアイデア自身が具体的な事業に結びついてい
ない状況だが、これから各大学の具体の提案に対して、
できるだけ実現できるような対応をしていきたいと考え
ている。

井戸連合長

・インターカレッジコンペティション2017の最優秀賞「高
校生観光案内プロジェクト・レガシー創出に向けた挑戦」
（和歌山大学観光学部）は、高校生ボランティア団体を創
設し、大会レガシーとして残していく。との提案内容で
あった。各大学の具体の提案に対して、できるだけ実現で
きるような対応を検討していく。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域スポーツ振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

11/16
11月
臨時会

・スポーツ人口を増やすため、オール関
西としてスポーツ人材を育成し、スポー
ツへの参加機会の拡充、機運醸成を行う
ことが必要と考えるが、スポーツ人材の
育成を行うために、今後どのような取組
を進めるのか。

西﨑議員
（大阪市）

・広域連合としては、府県市レベルでは競技人口や拠点
施設が少ないなどの理由から十分な取り組みができてい
ない競技種目の強化、自治体や競技団体が単独で開催す
るよりも効率的に実施できる研修会や講習会の開催な
ど、府県市における取組を補完しながら、関西全体のス
ポーツ人材育成に取り組んでいく。
・また、普遍的なコーチング技術を習得できる指導者講
習会の開催、関西シニアマスターズ大会の開催、選手や
ボランティアとしてワールドマスターズゲームズ関西大
会への参加を促進するための各府県市における推進母体
の設置勧奨など、関西ゆかりのトップアスリートや有望
な指導者等が育つ環境づくりに取り組んでいく。

井戸連合長

・府県市単独では、強化・育成が難しい障害者アスリート
を対象としたパラパワーリフティング選手の育成練習会の
開催(H29/11/25)、著名な指導者を招聘し、関西圏域内のス
ポーツ指導者を対象とした指導者講習会の開催
(H30/3/21)、徳島県との共催による「第１回関西シニアマ
スターズ大会」の開催(H29/10/21)などにより、スポーツ人
材の育成に取り組んだ。平成30年度も引き続き同様の取組
みを進めている。

1/13
総務
常任
委員会

・ワールドマスターズゲームズ2021につ
いて、メダルリストを招くなどの積極的
な取組により、関西広域連合として発信
力を高めていくことが必要ではないか。

吉田議員
（大阪府）

・金メダル選手の活用には賛成。これまでも応援大使と
して、武井壮選手や巽樹理選手を任命しているところ。
さらに幅広に協力をお願いしている。平昌オリンピック
に兵庫県から3選手出場予定であり、壮行会の催しなどを
通して関西広域連合のスポーツ部としても協力したい。

井戸連合長

・メダリストの方々や各種競技の世界大会などで活躍され
た方々などを「大会アンバサダー」として招へいし、大会
参加への機運醸成や大会参加への期待感の高揚などを図る
取り組みは非常に有効であると考える。
今後も、広域連合圏内の各競技団体への積極的に働きか
け、メダリストをはじめ、各種競技大会入賞経験者の方々
を中心に競技参加や運営に取り組んでいただけるように要
請していくことをはじめ、競技者へ向けた競技要項や各競
技情報の発信を行い、競技参加への誘引に積極的に取り組
んでいきたい。

1/13
総務
常任
委員会

・スポーツツーリズムに自然を楽しむ面
も加えていただきたい。

中沢議員
（滋賀県）

・スポーツツーリズムでは、自然との触れ合いの中で取
り組んでいく方針である。

井戸連合長

・リーフレットやホームページにおいて、スポーツイベン
トと合わせて広域観光ルートについて、情報発信を行うと
ともに、関西各地で設立されているDMO等と連携を図りなが
らスポーツと関西に集積する自然・歴史・食など多種多様
な観光・文化資源とを融合し、「関西ブランド」として理
解・体験するプログラムの開発を進めている。

1/13
総務
常任
委員会

・ワールドマスターズゲームズについ
て、情報をいち早く提供していただきた
い。

中沢議員
（滋賀県）

・情報提供はできるだけやる。現在、開催地レベルでの
実行委員会の立上げを要請しているところ。

井戸連合長

・提供できる情報については、ＨＰ・Facebook等様々な広
報ツールを活用し、できるだけ迅速にお知らせしていく。
・平成30年４月より、スポーツ愛好家が集うプラット
フォームとして「ポータルサイト」を立ち上げ、このポー
タルサイトを多くの方に利用いただくことで、関西大会へ
の機運醸成を図り、参加者獲得につなげる。【再掲】
・8府県下の開催市町の実行委員会の設置については、滋賀
県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県の５府県について
は、H30年度中を目途に全ての市町で設置するよう取り組ん
でいる（政令市を除く市町では、兵庫県の全市町、東大阪
市、鳥取市、湯梨浜町で設置済）。
和歌山県、奈良県、徳島県は、県の実行委員会における競
技部会として各市町が参画するという仕組みが採られてい
る。【再掲】
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域スポーツ振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

1/13
総務
常任
委員会

・ワールドマスターズゲームズについ
て、周知・広報の浸透がされていない。
関西の「お笑い」文化との融合に取り組
んではどうか。

中山議員
（徳島県）

・ご指摘のとおり。アピール不足であるためしっかり取
り組んでいきたい。

井戸連合長

・平成30年８月24日の決起大会において、大会をいっしょ
に盛り上げていく23名の大会アンバサダーにご就任いただ
き、関西大会への参加表明や抱負をいただいたところであ
る。また、８月18日の大会1000日前ＰＲセレモニーでは、
在阪テレビ局のアナウンサー５人に「大会“アナ”バサ
ダー（アナウンサーアンバサダー）に就任いただき、大会
にむけての意気込みを語っていただくなど、1000日前を契
機に、多くのメディアにも取り上げられた。
・今後も、アスリートだけでなく文化人の方々にも大会ア
ンバサダーの就任を呼び掛けていき、大会への注目度向上
やメディアへの露出、参加者の機運醸成を図っていく。
・なお、昨年10月や本年３月には、うめきた広場で開催し
た体験型スポーツイベントにおいて、多数のアスリートや
お笑いタレントの方々にご協力いただいたところである。

3/3
3月

定例会

・2019年からのゴールデンスポーツイ
ヤーズに開催されるスポーツイベントへ
の関西広域連合のかかわり合い、並びに
ゴールデンスポーツイヤーズを生かし
た、生涯スポーツ振興を通じた関西の活
性化戦略について、関西広域圏での人材
育成等の数値目標を定めるなど工夫して
はどうか、所見を伺う。
・広域でのPRアンバサダーによる情報発
信についてはいかがか。

藤原議員
（神戸市）

・「関西広域スポーツ振興ビジョン」の３つの柱により
①「生涯スポーツ先進地域関西」ワールドマスターズ
ゲームズなどもにらみながら、関西を生涯スポーツの
メッカにしていきたい。
②「スポーツの聖地関西」スポーツ人材の育成を１つの
大きな施策に掲げているが、数値目標については構成府
県市のほとんどで掲げられていない実情により、現時点
では手がかりがない状態。だが必要性があるので、十分
検討させていただきたい。
③「スポーツツーリズム先進地域関西」ワールドマス
ターズスポーツ大会の狙いの一つがスポーツツーリズ
ム。海外から訪れる約２万人の選手、同伴者が、出場後
に閉会式までの時間を有効に使えるようなメニューをた
くさん用意し、関西のよさと関西ブランドを味わってい
ただきたい。
・ワールドマスターズゲームズでもアンバサダーを指定
し、PRしていただいている。アンバサダーの活躍につい
ても情報提供をしっかり行いたい。

井戸連合長

・①「関西小学生スポーツ交流大会」や「関西シニアマス
ターズ大会」の開催に加えて、WMG2021の開会日である「5
月14日」を「関西スポーツの日」、５月を「関西スポーツ
月間」に制定し、WMG2021に向けた機運醸成やスポーツの参
加機会の拡充に取り組んだ。
②スポーツに関する意識や余暇の行動、旅行・レクリエー
ション活動の動向などスポーツに関する実態調査を実施
し、数値目標の可否について検討を行う。
③リーフレットやホームページにおいて、スポーツイベン
トと合わせて広域観光ルートについて、情報発信を行うと
ともに、関西各地で設立されているDMO等と連携を図りなが
らスポーツと関西に集積する自然・歴史・食など多種多様
な観光・文化資源とを融合し、「関西ブランド」として理
解・体験するプログラムの開発を進めている。
・アンバサダーについては、ワールドマスターズゲームズ
2021関西組織委員会にて人選を行った。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・関西広域連合エリア内には山陰海岸ジオ
パークと南紀熊野ジオパークがあるが、ジオ
パークの推進に向けて、関西広域連合として
の役割はどのように考えているか伺う。
・ジオパークの認知度は世界遺産と比べ全体
的にまだまだ低く、ジオパークの一層の普及
啓発と地域への支援について、関西広域連合
として国に対し働きかけをすべきと考える
が、所見を伺う。
・認知度向上のためには現地に来ていただく
のが効果的であり、ジオパークトレイルコー
スの設定やサイクリングロードの設定、ま
た、教育旅行の誘致について所見を伺う。

広谷議員
（鳥取県）

・ジオパークの価値は、県境を越えていくものであり、
県境を越えた存在としての関西広域連合が、その価値を
発揚していくべきであると考えている。
・山陰海岸ジオパークや南紀熊野などを含めたジオルー
トについて、外国旅行者向け冊子によりＰＲをしてい
る。また国に対しても関係機関と一緒に働きかけを行っ
たことで、環境省にジオパークの係が設置された。これ
からも引き続き国に対し、財源措置も含めた振興策、ま
た教育旅行などの可能性、教育の利活用等も働きかけて
いく。
・トレイルについては、新温泉町から鳥取市までのトレ
イルルートが協議会によって組まれており、更なる延長
について検討していく。自転車についても、ジオパーク
エリアはサイクリングに適していると考えており、既に
イベントやサイクリングコースが設定されている。ま
た、教育旅行では自然や農業を体験するなど様々なメ
ニューがあり得る。子ども達の成長のため、こうした資
源を活かすべきと考える。

平井委員

・外国人向けフリーペーパー「地球の歩き方 GOOD LlCK
TRlP 関西」で「KANSAl GEOLOGY ROUTE(地質の道）」の魅
力を発信したほか、海外トッププロモーションによりジオ
パークをPRした。（ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ：平成25～29年度まで実施）
・平成30年度からは、外国人旅行者の関西周遊の利便性向
上を図るための「Webサイトの充実」と乗換案内などの交通
手段に関する情報をスマートフォン等で簡易に入手できる
「案内システムの構築」を図っている。
・国に対して、ジオパークに特化した財政支援制度の創
設、学校教育や社会教育の中でのジオパークの利活用の推
進等を要望した。引き続き、各ジオパーク関係自治体と連
携して国に働き掛けていく。
・トレイルについては、新温泉町浜坂から香美町香住まで
の区間をルート延長した。京都府京丹後市までルート延長
できるよう関係機関と連携してルート検討していく。
・海のアクティビティなどの体験活動を中心とした教育旅
行の誘致に引き続き取り組んでいく。

ジオパーク推進に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

・関西には高い医療技術があるので、関西広域連合の強
みとして、構成府県市の取組を結びつけて、世界へ発信
して行きたい。

吉村委員

　日本最大の医療総合展「メディカル ジャパン2018大
阪」（会期：H30.2.21～23）に関西広域連合として出展
し、ライフサイエンス分野における関西の高いポテン
シャルや、構成府県市の取組みを内外に向け発信した。

・関西はライフサイエンス分野、医療・健康分野のポテ
ンシャルが高いのでしっかり取り組んでいく。人材の育
成、世界とのネットワーク形成もビジョンの中で検討し
ていきたい。

新井副委員
　平成30年度に設置した関西広域産業ビジョンの改訂委
員会において検討中。

・目標を具体的にどういう段取りで達成するか掲げない
といけない。関経連のＧＲＰ20％という目標を共有し、
それをどのように達成するかを考えていきたい。

吉村委員
　平成30年度に設置した関西広域産業ビジョンの改訂委
員会において検討中。

・ビジョン策定当時、委員の中には30年後の経済成長率
の目標を定めるのは困難という意見もあったが、意気込
みを示す意味で掲げることとなった。ビジョンの改定に
当たってはマイルストーン的な考え方を入れるなど、工
夫したい。

村上
産業振興局長

　平成30年度に設置した関西広域産業ビジョンの改訂委
員会において検討中。

広域産業振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

1/20
産業環
境常任
委員会

・産業振興の予算を増やさないと世界での競
争に勝てない。人材の育成や頭脳の集積、世
界的な人脈の構築が大事であり、例えば、医
療ツーリズムでは産学官で戦略性を持って取
り組むべきである。

吉田議員
（大阪府）

1/20
産業環
境常任
委員会

・広域産業ビジョンには30年後の目標が掲げ
られているが、この目標達成のためには、緻
密なロードマップが必要ではないか。

吉川議員
（堺市）
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

8/24
8月

定例会

・関西広域農林水産業ビジョンの将来像で掲
げられている、歴史と伝統ある関西の食文化
を支える農林水産業について、これまでどの
ような事業展開をされているのか。
・各府県市の特産物の紹介や府県市ごとの取
組を紹介するだけではなく、関西として一つ
のコンセプトをまとめること、さらに官民が
連携をより強化した取組を進めていくことが
重要と考えてるが、今後、どのように取り組
まれていくのか。

大山議員
（大阪府）

・歴史と伝統ある関西の食文化を支える農林水産業につ
いては、地産地消の推進をはじめ、食文化の発信、農林
水産物の販路拡大、６次産業化、人材育成、そして、都
市農村交流の取り組みを進めているところ。
・関西の農林水産業は地域性が強く、多種多様な農林水
産物が生産されており、それが歴史や伝統と結びついて
特色を持っている。一つのコンセプトでまとめるより
も、むしろこのような多様性を歴史や伝統の中でうまく
説明、アピールしていくことが良いのではないかと考え
る。
・関西広域連合としては、構成府県市全体で取り組むこ
とにより共通のメリットが得られる事業について、官民
を含め取り組んでおり、引き続き、共通の課題に協力し
て取り組める農林水産業施策を推進していきたい。

仁坂副連合長
・現在、地産地消の推進や国内外への販路拡大など、構
成府県市全体で取り組むことにより共通のメリットが得
られる事業について取り組んでいる。

8/24
8月

定例会

・農林水産業ビジョンに掲げる、農林水産物
の海外における需要拡大や、食文化と農林水
産物をセットにした海外等におけるプロモー
ション等について、今後の具体的な取組を伺
う。

大山議員
（大阪府）

・海外への農林水産物の販路拡大については、構成府県
市によってそれぞれ売り込みたい品物や対象、国・地域
が異なり、輸出に対する狙いに違いがある。関西広域連
合としては構成府県市全体で取り組むことによって、共
通のメリットが得られるようなところに重点的に取り組
んでいる。
・これまでリーフレットやホームページによる「関西の
食文化」の情報発信、ミラノ博でのＰＲ、関西国際空港
での販売や輸出セミナーの開催など行っており、今後も
構成団体がまとまって取り組んでいける施策を探し実施
していく。

仁坂副連合長 ・答弁要旨の通り取組を進めている。

10/14
総務
常任

委員会

直売所の交流促進について、直売所ナビがど
れだけ利用されているのかなど、効果が分か
るよう利用実態の把握に努めていただきた
い。

成田議員
（滋賀県）

現状、調査できていないため、直売所に来場される方に
アンケートを取るなど、効果の把握に努める。

原広域産業
振興局

農林水産部長

・直売所ナビのサイトアクセス数を調査し、利用実態の
把握に努めた。
・サイトアクセス数：5,448件（H29.3.13～H29.10.26）

11/16
11月

臨時会

・地産地消の取組として、おいしい！ＫＡＮ
ＳＡＩ応援企業にホテルや病院の登録を促し
てはどうか。
・花きの消費拡大のため、広域連合域内で開
催されるイベント等で花を使ったおもてなし
に取り組んではいかがか。また、ＪＡ紀州青
年部が取り組んだ「母の日参り運動」を広域
連合でも推進し、花の地産地消の拡大と連合
域内の花きの利用促進につなげることについ
て、ご所見を伺う。

森議員
（和歌山県）

・地産地消の取組については、それぞれの構成府県市で
強いこだわりがあるため、ホテルや病院の応援企業への
登録については、今後よく相談していきたい。
・ラグビーのワールドカップ2019やワールドマスターズ
ゲームズ2021関西は、域内の花きをＰＲする絶好の機
会。今後組織委員会で検討されるにあたって、広域連合
として構成府県市と相談しながらお願いしていきたい。
「母の日参り運動」については、広域連合でもこのよう
な取組が広がっていくよう構成府県市とともに努力して
いきたい。

仁坂副連合長

・3月19日開催の構成府県市担当者会議にて、病院食等で
の地産地消について各府県市と協議した結果、府県市に
よっては既に病院食への取組を進めていることから、各
府県市の取組を尊重し、広域連合では今まで通り企業の
社員食堂等を対象として取組を進めることとした。
・ワールドマスターズゲーム等でのPRについては、同会
議において、構成府県市と情報共有していくこととし、
「母の日参り運動」についても構成府県市に紹介し、構
成府県市内での周知を依頼した。

農林水産振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

農林水産振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

1/20
産業環
境常任
委員会

・農産物の輸出について、ロットが小さいと
商売にならないので、関西広域連合の取組と
して、構成府県市が特産物を持ち寄って、大
きなロットを作って輸出してはどうか。

福田議員
（鳥取県）

・和歌山県の事例を含めて言うと、流通の立場から考え
ると色々集めてもだめ。何をどれだけ売るかの戦略的な
対策が必要であり、１つの組織体として売るという気概
が必要。ロットが集められないので上手くいかない状況
があるのなら、他から集められる仕組みも考えていきた
い

仁坂副連合長
・構成府県市によって輸出したい産品は異なるため、そ
れぞれの自治体において戦略的な対策を検討し、取り組
みを進める。

1/20
産業環
境常任
委員会

・都市との交流は、農山漁村の活性化や多面
的機能の保全の面からも大事であり、相互に
補完することにより、色々なことが実現でき
ると思うので、もっと具体的に取り組んでい
ただきたい。大阪市などの大都市がリーダー
シップを執って、流れを関西広域の中で作っ
てほしい。

福田議員
（鳥取県）

・多種多様な地域が集まっている関西広域連合では、そ
れぞれの特性を活かした、色々なメニューを選ぶことが
できる。サイトをつくって情報提供することから始めて
いきたい

仁坂副連合長

・平成29年度に都市農村交流関係施設やアドバイザーの
情報を掲載した都市農村交流サイトを作成し、情報提供
を開始。今後、サイトの情報の充実を行い、更なる情報
発信を図る。

1/20
産業環
境常任
委員会

・広報媒体は影響力が大きいので、もっと活
用する必要がある。それには人材のネット
ワークとそれをうまくマネジメントできる人
が必要。JFOODOに認定される食材が各府県に
もたくさんあるので、認定を受けて大いに発
信することが必要。アジアの富裕層をター
ゲットに、空港での戦略的な打ち出しも必
要。

吉田議員
（大阪府）

・和歌山県などの生産地としては、大阪の流通業を頼り
にしている。１月26日に大阪市内で関西広域連合全体の
食品輸出セミナーを開催するので、私自身もＰＲして、
流通業者の獲得につなげていきたい

仁坂副連合長
・1月26日に大阪市において、「食品輸出セミナー」を開
催。約200名が参加した。

1/20
産業環
境常任
委員会

・今の６次産業化の方向性は間違っていない
か。今後、ＩｏＴ、家電が発達し、前処理し
た食材をセットするだけで調理できる時代に
なるので、それに合った加工方法など、将来
のライフスタイル、食生活にあった食材の提
供方法を研究する必要があるのではないか。

吉川議員
（堺市）

・６次産業も時代と共に変わっていくが、市場の動向を
見ながら事業者が取り組んでいくものであり、関西広域
連合としては、構成府県市の多様な取組を紹介・共有化
することで、府県市を越えた取組につなげていきたい

原広域産業
振興局

農林水産部長

・昨年度から農林水産部で6次産業化に関する交流会の情
報提供を開始したところ。今後も府県市が実施する異業
種交流会などの開催情報の提供に努めていく。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

農林水産振興に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

3/3
3月

定例会

・各府県市の戦略的輸出農産物の海外展開を
行うため、関西国際空港周辺地域において、
輸出、製品、加工を行うセンターを設置して
はどうか。さらに、輸送技術開発のため、関
係者で構成する研究開発のための推進組織を
設置してはどうか。

坂本議員
（和歌山県）

・平成27年度に輸出のための大規模な低温保存倉庫がで
き、多くの企業が共通に使用している。今のところハー
ドウエアとしてはキャパシティー的に余裕があることか
ら、輸出増加のためには、関西広域連合が一丸となって
関西の特産物のすばらしさを海外にＰＲし、需要の拡大
や販路の拡大に積極的に取り組むことで、こうした民間
施設が十分に活用されるよう取り組んでいきたい。
・輸送技術開発のための推進組織の設置について、現在
は各府県それぞれで別々の品目と別々の技術について研
究しているというのが現状であるが、関西広域連合とし
て共通する具体的な研究テーマがあれば資金を出し合
い、共同で研究に取り組んだらよいと考える。農林水産
部を担う和歌山県として大いに研究し、各府県に提案し
ていきたい。

仁坂副連合長

・引き続き、関西の高品質で多様な農水産物・加工食品
の情報を「関西の食リーフレット」を活用して発信して
いく。
・輸送技術開発については各府県市の取組状況について
調査を行ったところで、今後共同研究のニーズについて
調査を行う。

3/3
3月

定例会

・関西広域連合を構成する府県市には、農林
水産業を基幹産業とする地域が多く存在する
が、ＴＰＰやＥＰＡが発効された場合の影響
についてどのような対応を進めていくのか、
所見を伺う。

福田議員
（鳥取県）

・TPPやEPAへの参加により打撃を受ける分野には、国が
責任を持って必要な対策を講じるべきであり、関西広域
連合として、国に対し輸出関係の整備や消費拡大対策
等、攻めの農林水産業の確立に向けた取り組みを推進す
るように政策提案を行ってきた。
・その結果、国においてTPP関連対策、EPA対策が予算計
上され、各構成府県市で国の対策を活用して農林漁業者
の保護や輸出促進に取り組んでいくものと考えている
が、関西広域連合としても、農林水産物の販路拡大や六
次産業化の推進など、広域で取り組むことによりシナ
ジー効果があると見込まれる事業を実施し、国際競争力
のある農林水産業の実現に努めたい。

仁坂副連合長

・現在、食文化の海外発信や海外への農産物の販路拡大
など、広域で取り組むことによりシナジー効果があると
見込まれる事業に取り組んでいるところであり、今後も
継続して実施していく。
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時期 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・鳥取県ドクターヘリの今年度末の導入を踏
まえ、ドクターヘリ事業のさらなる充実に向
けて今後どのように取り組むのか、所見を伺
う。
・奈良県において今年３月に導入されたドク
ターヘリについても、連合との一体的な運航
体制の検討を要望する。

南議員
（徳島県）

・鳥取県ヘリの導入により、これまで以上に充実した救
急搬送体制、救急医療体制の構築を検討する。
・広域救急搬送訓練の実施に加え、新たにフライトドク
ター・ナースが意見交換、症例検討を行う基地病院交
流・連絡会の開催にも取り組んでいきたい。

海野副委員

・鳥取県ヘリの導入に伴う７機体制での広域救急搬送体
制及び広域災害発生時の運航体制について、今後各基地
病院及び構成府県行政担当者で構成される「ドクターヘ
リ関係者会議」での議論を通じて、検討を進める。
・平成29年12月に「ドクターヘリ基地病院交流・連絡
会」を開催し、フライトドクター・ナースの知見向上・
スキルアップに取り組んでおり、今後も継続的に開催す
る。

11/16
11月

臨時会

・連合管内で運行されているドクターヘリの
機種は、ユーロコプターＥＣ１３５のみであ
るが、運航会社の倒産や当該機種にリコール
のような問題が生じた場合の対応について所
見を伺う。

森議員
（和歌山県）

・万一この機種に構造的な欠陥があった場合などの代替
手段の確保については、関西広域連合が相互応援体制を
構築している近隣県のドクターヘリのうち、ＥＣ135とは
異なる機種を使用している県へ応援要請を行うことに加
え、構成団体の消防防災ヘリをドクターヘリ的運用に専
従させるなどの対応を組み合わせることで、万一の事態
に対応したいと考えている。
・また、今後同様に異なる機種を保有する岐阜県とも応
援協定の締結を進めるとともに、運航会社に対しては、
異なる機種の優先的な代替使用を要請するほか、プロ
ポーザルの要件として、ドクターヘリに使用可能な複数
機種の保有や他の運航会社からの応援体制の確保などの
追加を検討したい。

飯泉委員

・平成30年度の運航業務委託事業者選定のプロポーザル
において、ドクターヘリに使用可能な複数機種の保有や
他の運航会社からの応援体制の確保を要件として追加し
た。
・岐阜県との応援協定については、今後締結に向けた協
議を進めていく。

11/16
11月

臨時会

・災害医療に関する構成団体間の連携を一層
強化するため、今後どのように取り組むの
か、ご所見を伺う。

中山議員
（徳島県）

・平時から、構成団体間で顔の見える関係の構築に努め
ているが、それに加えて連合管内において被災地の情報
を迅速に共有できるよう、国が整備している「広域災害･
救急医療･情報システム」を活用する訓練を構成団体合同
で実施していきたいと考えている。

飯泉委員

・構成府県市間での連携強化を図るため、本年8月4日に
行われた「平成30年度大規模地震時医療活動訓練」に合
わせて、（一社）自治体衛星通信機構の衛星回線による
通信訓練を行った。今後、府県をまたぐ規模で行われる
大規模訓練や、関西広域連合の災害医療に関する研修等
の機会を捉え、広域災害救急医療情報システムの入力訓
練を実施する予定。

12/9
防災医
療常任
委員会

・危険ドラッグ対策として、合同研修会をさ
れているが、その成果をどのような形で若者
の薬物乱用の撲滅に繋げるのか。

片桐議員
（和歌山県）

・よりタイムリーで時宜を得た研修の充実を図っていき
たいと考えている。

飯泉委員
・各構成団体が実施した調査結果を取りまとめ、研修会
等で報告し、情報共有を進めていく。

12/9
防災医
療常任
委員会

・３府県ヘリの出動回数が非常に多いと聞い
ているが、これをどのように評価しているの
か。コンビニ感覚で要請されていないか、搭
乗スタッフの疲弊は大丈夫か。

森脇議員
（兵庫県）

飯泉委員

12/9
防災医
療常任
委員会

・３府県ヘリの出動件数が突出しているが、
鳥取県ヘリが運航されるようになったこと
で、どれ位、３府県ヘリの負担軽減に繋がる
のか。

安達議員
（神戸市）

飯泉委員

広域医療に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

・国の標準的な出動回数を大きく上回っているが、ス
タッフのモチベーションは高い。
・７機体制になることによって、３府県ヘリの負担軽減
につなげていければと考えるが、鳥取県ヘリの導入効果
としてはどちらかというと、３府県ヘリの出動回数が大
幅に減るというよりは「二重・三重のセーフティネッ
ト」を鳥取県で構築でき、ドクターヘリの質を高めてい
けるというもの。

・平成30年3月26日に鳥取県ヘリが運航を開始し、鳥取県
及び兵庫県北西部における「二重・三重のセーフティ
ネット」の更なる拡充が図られた。
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時期 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域医療に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

12/9
防災医
療常任
委員会

・産婦人科医や小児科医は不足している。数
自体が不足していることに加え、地域偏在も
あるが、関西広域連合としてこれにどのよう
に取り組んでいくのか。

浜田議員
（京都府）

・各府県による地域枠での工夫や努力をバックアップし
ていきたい。それでも難しいとなれば、府県全体でどの
ように融通していくのか、こうしたところまで踏み込ん
でいかなければならないと考えている。

飯泉委員

・各自治体において「奨学金の貸与による地域枠医師養
成」、「寄附講座の設置」、「地域医療支援センターの
運営」などの取組が行われているところであり、これら
の取組の効果の発現状況を見極めつつ、各地域の取組を
進めていく。また、今後、各府県が策定する「医師確保
計画」の内容も踏まえた上で、医師の偏在対策を検討す
る必要があるのではないかと考えている。

12/9
防災医
療常任
委員会

・原子力災害医療における広域連携につい
て、特に要支援者の避難についてどのように
検討を進めるのか。

浜田議員
（京都府）

・熊本地震では、福祉避難所に一般避難者が押し寄せて
機能停止になった例があることから、徳島では福祉避難
所から一般避難者を移動させる訓練を実施している。こ
うした訓練で得られた知見を関西広域連合で共有してい
きたい。

飯泉委員

・原子力災害医療に関しては、会議や研修で得られた情
報、訓練で得られた知見も含めて、担当者会議を活用す
るなどして、構成府県市における情報の共有を図るよう
にしたい。

12/9
防災医
療常任
委員会

・「ドクターヘリの３０分以内での救急搬送
体制」について、ドクターヘリによる搬送時
間の短縮について、具体的な数字を示すこと
はできるか。

松岡議員
（京都府）

・30分以内の搬送体制は京滋ヘリが加わり、６機体制と
なったことで実現された。数字についてはもしあれば、
後日改めてお届けする。

飯泉委員

・消防が119番通報を受けてからドクターヘリを要請する
までの時間に関する統計データがないため、ドクターヘ
リ導入前後の短縮効果の単純比較はできないが、ドク
ターヘリの主目的である医療従事者の早期医療介入の観
点で捉えた場合、救急車による病院収容所要時間の全国
平均が39.3分（出典：平成28年度消防庁救急・救助の統
計）であるのに対し、ドクターヘリの要請から現場到着
までの所要時間は20分程度であり、これに救急車の現場
到着所要時間8.5分（出典：同上）＋αの時間を加味して
も、ドクターヘリに医師・看護師が搭乗し、現場に出動
する方が早期の医療介入が図られていると認識してい
る。

12/9
防災医
療常任
委員会

・ドクターヘリが７機体制となることは好ま
しいが、北朝鮮のミサイルや関西国際空港、
神戸空港等の空港を含め、空の安全性が懸念
されるが、どのように考えているのか。

田尻議員
（奈良県）

・北朝鮮のミサイルについては、国がレーダーでいち早
く察知し、どこに飛ばされたという情報を構成府県市に
伝えて貰うことが重要。同時にこの情報が、空港や基地
病院にも届く、こういう態勢がこれから求められてくる
ものと考えている。国に対して、しっかりとした対策を
要望していきたい。

飯泉委員

・空の安全性を確保するため北朝鮮情勢にも注視し、必
要があれば、ミサイル飛来時の詳細な情報が基地病院等
に届く体制整備を国に要望することについて検討した
い。

3/3
3月

定例会

・ドクターヘリ事業への「救急自動通報シス
テム」の導入に向けた検討状況や、今後の取
り組み方針について所見を伺う。

南議員
（徳島県）

・「救急自動通報システム」は、平成30年度からの本格
運用開始に向けて、連合管内でも３つの基地病院で試験
運用が開始、他の基地病院においてもデモンストレー
ションが順次予定されている。今後、管内基地病院の試
験運用の実施状況や検討状況についての情報を共有する
とともに、各基地病院において消防をはじめとした関係
機関との連携を進めるなど、できる限り早期の導入に向
け積極的に取り組んでいく。

飯泉委員

・救急自動通報システムについては、和歌山医大及び徳
島県立中央病院において、平成30年4月より本格運用を開
始。
　また豊岡病院で試験運用を実施中の他、その他の病院
でも今後試験運用に向けたデモンストレーションや関係
機関対象の説明会の開催を予定しており、今後各基地病
院間の情報共有を図るなどにより、残る基地病院におい
ても早期の導入に向けて積極的に取り組んでいく。
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時期 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域医療に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

3/3
3月

定例会

・関西広域緊急医療連携計画でジェネリック
医薬品の普及促進・広報に取り組むと掲げて
いるが、どのように普及を促進していくの
か。

西村議員
（堺市）

・各構成団体独自の取り組みに加え、引き続き効果的な
先進事例などの情報共有を行っていきたいと考えてい
る。また、なお一層の周知・広報が必要であることか
ら、今後新たに関西広域連合として、メールマガジンや
フェイスブックによる情報の発信、広域医療局で使用す
る封筒への広告の掲載、イベントや各種会合でのチラシ
を活用した情報発信など、各構成団体の横横の連携を
しっかりと図りながら、さまざまな啓発に積極的に取り
組んでいく。

飯泉委員

・平成30年3月9日付の関西広域連合のメールマガジンで
ジェネリック医薬品についての周知及び使用を促す啓発
を行った。
・関西広域連合医療局で使用する封筒にジェネリック医
薬品に関する広告を掲載し、使用を促す啓発を行った。
・各構成団体の取組状況について、情報共有を行ってい
く。

3/3
3月

定例会

・ドクターヘリの夜間運航の導入に関し、現
状ではどのような課題が抽出されているの
か。また、その課題に対して今後どのように
取り組んでいくのか。

大山議員
（大阪府）

・夜間運航の課題としては、騒音に対する近隣住民の理
解、計器飛行を行うための機体の確保やライセンスの取
得、運航時間延長に伴うパイロットやフライトドク
ター・ナースのさらなる確保、ランデブーポイントにお
ける安全性の確保などが挙げられている。
・現行の体制において少しでも長い運航時間を確保する
ため、救急現場に医師・看護師をおろし、ドクターヘリ
は帰投するドクタードロップ方式による対応や、兵庫県
ヘリによる秋冬期における運航開始時間の前倒しなどに
も取り組んでいるところ。今後は、夜間運航に対応した
ヘリとの連携も含め、夜間における救急搬送の可能性に
ついて検討を重ねていく。

飯泉委員

・夜間運航に関する諸課題への対応方法や、自衛隊機等
の夜間運航対応が可能なヘリとの連携を含め、今後ドク
ターヘリ関係者会議での議論も踏まえ、夜間における救
急搬送の可能性について検討を重ねていく。

3/3
3月

定例会

・新たな関西広域救急医療連携計画では、フ
ライトドクター・ナースの育成について現在
の146名から平成32年度には174名に、ランデ
ブーポイントの充実については、現在の2、
577カ所から2、800カ所にと、具体的な数値目
標が設定されているが、どのように取り組ん
でいくのか、ドクターヘリの今後の展望につ
いて伺う。

大山議員
（大阪府）

・フライトドクターやナースについては、航空医療学会
や国の研修会への積極的な参加、また連合が独自に策定
した養成研修プログラムを活用した各基地病院における
実践的な訓練を行っており、今後とも計画的な搭乗人材
の養成を推進していきたい。
　ランデブーポイントについては、目標数に向けて、小
中学校や河川敷のグラウンド、公園やゴルフ場など、新
たなランデブーポイントとして指定することができるよ
う、引き続き市町村や消防本部など関係機関としっかり
と連携してその数を増やしていきたいと考えている。

飯泉委員

・フライトドクター・ナースについては、昨年１年間で
既に目標の半数を上回る15名の養成が図られ、平成29年
度末現在で計161名を養成している。今後目標値の上方修
正についても検討し、各基地病院の実践的な訓練等を通
じて更なる養成を推進するとともに、ドクターヘリ基地
病院交流・連絡会の開催を通じ、フライトドクター・
ナースのスキルアップにも取り組んでいく。
・ランデブーポイントについては、平成29年度末で2、
630箇所の指定を達成しており（前計画策定時対象となっ
ていなかった鳥取県ヘリに係るものを除く）、今後も市
町村や消防本部などの関係機関と連携の上、目標達成に
向け更なるランデブーポイントの増加に努める。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

8/24
8月

定例会

・滋賀県では7月1日を「びわ湖の日」とし
て、県民が琵琶湖の環境美化に努める日とし
て定着させてきたが、このように環境問題へ
の理解を深めることは琵琶湖に限らず県域全
ての湖沼や河川、海等において大切なことで
あるため、びわ湖の日に併せなぞらえた水辺
の環境を考える日として仮称「水辺の日」を
定着してはどうか。

西村議員
（滋賀県）

・「びわ湖の日」の趣旨は、広く関西で共有できるもの
と考えており、新たな記念日を設け定着させることより
も、まずは、既に滋賀県で設けている「びわ湖の日」の
意味を関西で共有し、環境に対する意識をより一層高め
る努力をしてまいりたい。その上で、地域レベルから地
球レベルまで幅広い視点で環境先進地域、関西づくりを
担う人材の育成に努めたい。

三日月委員

・平成30年度環境人材育成にむけた事業「琵琶湖『うみ
のこ』体験」等において、「びわ湖の日」の意味を関西
で共有できるよう発信していく予定。

8/24
8月

定例会

・メガソーラー導入に伴う問題点について、
大規模な林地開発を行う場合の地域環境との
調和、周辺の景観との調和、また、固定価格
買取制度の問題点の解消を図りつつ、再生可
能エネルギーの推進を図ることが重要である
と考えるが、広域連合としての意見を伺う。

片桐議員
（和歌山県）

・関西広域連合としても、再生可能エネルギーの導入促
進にあたっては、環境への負荷低減を実現しつつ長期に
わたり安定的に発電が継続されることが重要であると考
えており、今後、国とも連携しながら、改正ＦＩＴ法や
ガイドラインの趣旨を事業者に対して周知し、地域と共
生した形での事業実施が図られるよう努めたい。
　また今後、構成府県市の間で、太陽光発電と地域環境
との調和に関する先行事例、兵庫県の事例を含めてノウ
ハウをさらに共有していくことで、構成府県市の対応を
支援していきたい。

三日月委員

・関西エネルギーポータルサイトを活用し、太陽光発電
に係る事業計画策定ガイドラインを事業者等に対して周
知した。
　また、担当者会議において、太陽光発電と地域環境と
の調和に関する先行事例（兵庫県条例）を構成府県市間
で共有した。

3/3
3月

定例会

・関西広域連合として、次世代自動車普及促
進事業の、とりわけＥＶの普及拡大に向けて
どのような取り組みを考えているのか。

阪口議員
（奈良県）

・関西広域連合としては、ＥＶ、ＰＨＶ、ＦＣＶいずれ
かに特化するのではなく、それぞれの車両特徴と仕組み
を住民の皆様にご理解いただくとともに、積極的な普及
啓発を図る必要があると認識している。
　具体的には、観光事業と連携した次世代自動車写真コ
ンテストや、幅広い層を対象とした次世代自動車検定を
実施することとしており、今後も広域連合一体となって
普及啓発に努めていく。

井戸連合長

・観光事業と連携して次世代自動車の普及促進を図るた
め「第8回ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ写真コンテスト」の募集
を平成30年度も7月1日から開始する。応募者を広く確保
するため、新たにインスタグラム部門を創設した。
・平成30年度中にＦＣＶの環境性能や水素充填に係る情
報を整理したＦＣＶ啓発冊子を作成する。また、冊子の
普及啓発の効果を高めるため、ＦＣＶ啓発冊子から設問
の一部を作成する（仮称）エコカー検定を実施する予
定。

広域環境保全に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

11/16
11月

臨時会

関西全体の活性策として、イノベーションの
創出にどのようなビジョンを描いていくの
か、また、関西広域連合としてどのような役
割を担っていかれるのか、所見を伺う。

松岡議員
（京都府）

・関西創生戦略で示した「日本の元気を先導する関西経
済を創造」するという基本的方向のもと、拠点を活かし
た産学官ネットワーク形成などの支援や特区制度の活用
などを通じて、関西のポテンシャルを最大限に発揮し、
国際的な研究開発拠点として一つになって、イノベー
ションの創出に尽力していく。

井戸連合長

・関西のポテンシャルを最大限に発揮し、国際的な研究
開発拠点としていくためには、関西が強みを有する健
康・医療分野において、関西全体での健康・医療データ
の連携・活用基盤の構築や専門人材の育成を図ることが
重要であり、そのための取組を産学官ネットワークの形
成や特区制度の活用などを通して行っていく。

3/3
3月

定例会

・関西広域連合では、関西健康・医療創生会
議の会員として、新たな産業の創出を加速さ
せる規制緩和などの環境整備を推進するとと
もに、特区・サンドボックス制度の活用が医
療分野等においても促進されるよう、積極的
な国への働きかけなど検討しているのか、所
見を伺う。

飯田議員
（大阪市）

・産業界やアカデミアからの医薬品医療機器等法や個人
情報保護法等に係る特区、サンドボックス制度活用の具
体的な提案や要望を取りまとめ、産学官が緊密に連携を
図りながら、国へ働きかけを行っていく。

井戸連合長

・特区制度等の活用に係る国への働きかけについて、関
西健康・医療創生会議等において、産業界やアカデミア
からの具体的な提案や要望などの意見を伺いながら、検
討を行っていく。

イノベーション推進に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・国際博覧会の誘致として、広域連合が主体
的な役割を果たし、大阪万博のエネルギーを
全て水素で賄うというような発信ができれ
ば、最大の万博誘致支援となるのではない
か。

中川議員
（京都府）

・万博誘致の後押しとなるよう、今年度中に作成･公表す
る水素利用の可能性を示すマップについて、関西圏が有
する水素の高いポテンシャルをしっかりアピールする内
容とする。

三日月委員

・関西における水素関連の様々な取組、燃料電池自動車
（FCV）等の水素利活用製品の現状や将来の導入可能性な
どのポテンシャルを把握し、「関西圏の水素ポテンシャ
ルマップ」として平成29年度にとりまとめ、公表した。
・この成果を構成府県市で共有するとともに、国際的な
水素関連のフォーラムで配布するなど関西における水素
のポテンシャルを発信している。

7/9
7月

臨時会

・関西がこれからの水素社会を牽引していく
ために、水素エネルギーを活用する新たなエ
ネルギー社会をどのように構築していくの
か、産官学の連携や水素産業のクラスター化
をどのように進めるのかについて、国への働
きかけ等を含め、関西広域連合が果たすべき
役割について見解を伺う。

安達議員
（神戸市）

・関西圏には水素関連の企業が多く立地していることな
どのポテンシャルを踏まえ、構成府県市と連携しなが
ら、民間企業、研究機関、府県市等が参画する新たな水
素利用プロジェクトの創出等を進めるとともに、国に対
しても引き続き水素インフラの整備促進などについて働
きかけることにより、水素社会の早期実現を先導してい
く役割を果たしていく。

三日月委員

・関西における水素関連の様々な取組、燃料電池自動車
（FCV）等の水素利活用製品の現状や将来の導入可能性な
どのポテンシャルを把握し、「関西圏の水素ポテンシャ
ルマップ」として平成29年度にとりまとめ、公表した。
・この成果を水素利活用プロジェクトの創出などの取組
検討の基礎資料として活用するよう構成府県市で共有す
るとともに、国に対しても水素インフラの整備促進など
について引き続き働きかけている。

8/24
8月

定例会

・関西広域連合内における水素エネルギーの
活用を図るための実証試験の現状及び各構成
府県市における取り組みや、関西広域連合と
して今後、水素エネルギー産業の一層の振興
を図るためにどのような取組を行っていくの
か、所見を伺う。

片桐議員
（和歌山県）

・今年度から、水素関連プロジェクトの状況や水素利活
用製品の導入可能性などのポテンシャルを把握し、2020
年代後半における広域的なサプライチェーンの構想を策
定する予定。
　この成果を活用して、水素関連分野の可能性や水素社
会の構築につながる将来の絵姿を発信し、関係者間で共
有することで、水素関連の新たな連携やプロジェクトの
創出などの取組が進展するよう促していく。

松井委員

・関西における水素関連の様々な取組、燃料電池自動車
（FCV）等の水素利活用製品の現状や将来の導入可能性な
どのポテンシャルを把握し、「関西圏の水素ポテンシャ
ルマップ」として平成29年度にとりまとめ、公表した。
・さらに、そのマップをもとに、平成31年度にかけて、
将来における水素の輸入、貯蔵、輸送から利活用までの
サプライチェーン構想を策定する予定。
・水素関連の新たな連携やプロジェクトの創出などの取
組が進展するよう促していくため、これらの成果を構成
府県市で共有するとともに、広く発信していく予定。

8/24
8月

定例会

・関西広域連合が、広域行政体の強みを生か
し、ＦＣＶ普及に不可欠である水素ステー
ション設置の後押しなど、水素社会構築につ
ながる効果的な取り組みを実施していくべき
であると考えるが、見解を伺う。

西野議員
（大阪府）

・関西広域連合では関西圏における水素関連のさまざま
な情報を収集・整理し、水素利活用製品の現状や将来の
導入可能性などを水素ポテンシャルマップとして取りま
とめ、今年度中に公表する予定。ＦＣＶの普及状況や水
素ステーションの設置状況、自治体の普及促進策等の取
り組みについても、このマップ作成において整理するこ
ととしている。

松井委員

・関西における水素関連の様々な取組、燃料電池自動車
（FCV）等の水素利活用製品の現状や将来の導入可能性な
どのポテンシャルを把握し、「関西圏の水素ポテンシャ
ルマップ」として平成29年度にとりまとめ、公表した。
・さらに、自治体における水素関連施策の検討や、事業
者による水素関連産業への参入等の検討に資するよう、
そのマップをもとに、平成31年度にかけて、将来におけ
る水素の輸入、貯蔵、輸送から利活用までのサプライ
チェーン構想を策定する予定。

エネルギー対策に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

エネルギー対策に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

11/16
11月

臨時会

・水素社会実現に向け、関西広域連合として
掲げる目標と実現のための具体的な取組につ
いて伺う。

吉川議員
（堺市）

・今年度から３年間の計画で、関西圏における水素関連
のポテンシャルを把握するとともに、水素の製造や輸
入、貯蔵、輸送から利活用までのサプライチェーン構想
を策定していくこととしている。まず今年度は水素ポテ
ンシャルの把握を進め、年度末までに水素ポテンシャル
としてマップ化し、それを踏まえ次年度以降にサプライ
チェーン構想を策定する予定。
・目標の設定については、現時点では目標を設定する段
階に至っていないと考えるが、水素ポテンシャルマップ
作成やサプライチェーン構想策定で示す将来像の実現に
向けて取組を進めるなかで、議論を深めていきたい。

三日月委員

・関西における水素関連の様々な取組、燃料電池自動車
（FCV）等の水素利活用製品の現状や将来の導入可能性な
どのポテンシャルを把握し、「関西圏の水素ポテンシャ
ルマップ」として平成29年度にとりまとめ、公表した。
・その中で、燃料電池自動車（FCV)等について、国の水
素基本戦略や構成府県市の目標値などを勘案して、定量
的な普及見込みを示した。
・さらに、そのマップをもとに、平成31年度にかけて、
将来における水素の輸入、貯蔵、輸送から利活用までの
サプライチェーン構想を策定する予定。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・関西の力を高めるためには、スピード感を
持って、関西圏域内の交通インフラを整備す
ることが重要と考えるが、所見を伺う。

中川議員
（京都府）

・「広域交通インフラの基本的な考え方」において、
「陸、海、空の玄関からの3時間圏域の実現」を掲げてお
り、港湾と鉄道のネットワークの構築や高速道路網の
ミッシングリンクの解消に向けて、引き続き関西一丸と
なって取り組んでいきたい。

仁坂副連合長

・港湾と鉄道のネットワークの構築や高速道路網のミッ
シングリンクの解消に向けて、国へ働きかけるなど取組
中。

7/9
7月

臨時会

・東海道線支線地下化及びなにわ筋線の整備
が動き出しつつある今こそ、鉄道の将来像を
広域インフラマップの鉄道版として作成して
はどうか。

藤山議員
(和歌山県)

・鉄道版の広域インフラマップは必要と認識している
が、これまでルートなど様々な議論があり、作成に至っ
ていない。北陸新幹線の敦賀以西ルートが決定し、なに
わ筋線の整備も動き出しつつある状況の中、少しずつ意
見の相違も小さくなってきていることから、鉄道版の広
域インフラマップの作成に向けて検討していきたい。

仁坂副連合長
・鉄道版の広域インフラマップ作成に向けて引き続き検
討を進めていく。

7/9
7月

臨時会

・紀淡海峡ルートについて、国は平成20年に
個別の海峡横断プロジェクトに関する調査を
今後行わないとの方針を示しているが、その
実現に向けていかに取り組んでいくのか。併
せて、同ルートにおける高速鉄道の整備に向
けた取組も含め、所見を伺う。

藤山議員
(和歌山県)

・紀淡海峡ルートの実現は、関西の発展、日本の将来の
発展の「要」となるプロジェクトであり、効果は非常に
大きいものと考えていることから、引き続き、国等へ働
きかけるなど、その実現に向けて努力していきたい。

仁坂副連合長
・紀淡海峡ルートの実現について、国等へ働きかけるな
ど取組中。

8/24
8月

定例会

・国際コンテナ戦略港湾である阪神港と鉄
道、関西３空港、そしてこれらをつなぐ高速
道路網を事業者と連携して一元的に管理する
関西版ポートオーソリティの設立について、
所見を伺う。

長岡議員
（兵庫県）

・阪神港、高速道路及び関西3空港とそれぞれの領域にお
いて、総合的で効率的な運営体制が構築されつつある。
完全な形でのオーソリティの一元化については、今のと
ころ管理主体が多岐にわたり実現が容易ではないが、現
在構築されつつある港湾、空港、高速道路の運営体制
が、より効果を発揮するような広域インフラの整備に、
広域連合としても努力していきたい。

仁坂副連合長

・現在構築されつつある港湾、空港、高速道路の運営体
制が、より効果を発揮できるよう、空港の機能強化、港
湾機能の充実強化、利用しやすい高速道路料金の実現等
について、国等へ働きかけるなど取組中。

広域インフラ検討に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域インフラ検討に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

8/24
8月

定例会

・自然環境や文化財、地下水への懸念がされ
る大都市の地下トンネルを走らせる計画は、
京都を壊す計画ではないか。
・新幹線の延伸に多額の税金を注ぎ込むよ
り、路線の拡充や在来線の充実など生活交通
の改善に税金を使うべきではないか。
・並行在来線の切り捨てを絶対に許さず、在
来線の拡充こそ求めるべきではないか。

浜田議員
（京都府）

・今年度から鉄道・運輸機構による駅・ルート公表に向
けた詳細調査が開始され、公表後には環境影響評価の手
続きが進められる。この自然環境等への影響調査は、法
に定められた手続きに沿って実施されるものであり、事
前着手前に適切な対応がなされることになっている。
・国家プロジェクトとしての重要性を踏まえ、国と地方
の費用負担のあり方について、財源構成の枠組みの見直
しや、地方負担への十分な財源措置を講ずるよう、引き
続き国に対して訴えてまいる。
・バス路線の拡充や在来線の充実などは、住民生活上重
要であると認識しており、特に在来線については、高速
化に向けた助成制度の創設について国に働きかけている
ところである。

仁坂副連合長
・国と地方の費用負担のあり方や在来線の充実について
は、国等へ働きかけるなど取組中。

11/16
11月

臨時会

・関西3時間圏域の現状をどのように認識して
いるか。
・北陸新幹線の敦賀以西ルートが小浜経由と
なったことで山陰新幹線の実現が少し遠退い
たと思うが、どのような認識をされているの
か。
・鉄道版「広域インフラマップ」の作成をい
つごろ予定しているのか。
・山陰近畿自動車道の位置付けについての認
識及びミッシングリンクの早期解消、整備促
進の向けた国への粘り強い働きかけについて
所見を伺う。
・リスク分散やバックアップ体制の観点から
みた、日本海側の鉄道網、道路網の早期整備
について所見を伺う。

広谷議員
（鳥取県）

・「広域インフラマップ」　に掲載された路線の早期完
成をめざして関西全体で取り組んだ結果、鳥取県の中部
地域まで関西3時間圏域が拡大してきた。今後とも「関西
3時間圏域」の早期実現に向け、関西一丸となって積極的
に取り組む。
・山陰新幹線は未だ建設のめどが立っておらず、重要な
課題として認識。広域連合では、本年3月には基本計画路
線の整備決定に向けて、自民党政調会長等に要望を行
い、また、国においてはH29年度当初予算を増額し、今後
の新幹線の整備手法の研究などがなされていることか
ら、こうした動向を踏まえ、引き続き、整備計画決定の
早期実現に向けて働きかけていく。
・鉄道版「広域インフラマップ」については、関係構成
府県市の中で様々な議論があり、作成には至っていない
が、徐々に意見の相違も小さくなっていく方向にあると
考えており、議論の収束にあわせて作成したいと思って
いるので、皆で検討していく。
・山陰近畿自動車道は、北部関西の広域ネットワークの
軸となる路線であり、観光振興にも寄与するなど重要な
路線であると認識。こうしたことから、山陰近畿自動車
道の事業推進に向け、今後とも、積極的に働きかけてい
く。
・今後、国等に働きかける際には、議員指摘の論点を大
いに強調して対応していく。

仁坂副連合長

・山陰近畿自動車道をはじめとする「広域インフラマッ
プ」に掲載する路線におけるミッシングリンクの早期解
消、整備促進、また、山陰新幹線をはじめとする基本計
画路線の整備計画への格上げについては、「国の予算編
成等に対する提案」を通じて国へ働きかけるなど取組
中。
・鉄道版「広域インフラマップ」の作成について、引き
続き作成に向けた検討を進めていくこととしている。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・関西創生戦略の中で示されている人口ビ
ジョンと構成府県の人口ビジョンの足し上げ
とに差異がある。また、奈良女子大学大学院
教授の論文によれば、東京一極集中を是正す
るための人口ビジョンが真逆の結果となって
しまうが、人口ビジョンをどう評価するの
か。
・東京や首都圏3県に対して、人口減少ビジョ
ンを策定させるよう要望すべきと考えるがど
うか。

中川議員
（京都府）

・人口ビジョンは、それぞれの自治体が人口減少カーブ
をを出来る限り緩やかにしようとする意図を持って推計
したもの。大事なのは、東京に対する一極として、関西
がしっかりと対峙していくこと。
・国がまち・ひと・しごと創生戦略の基本目標の一つと
して掲げる「現状で年間10万人超の東京圏への人口流入
に歯止めをかけ、東京圏と地方の人口の転出入を均衡さ
せる」が減少ビジョンの一つと考えられることから、こ
れの実現を国にしっかりと働きかける。

井戸連合長
・国への政策提案において、「人・企業・大学等の地方
分散の促進」について、引き続き働きかけていく。

11/16
11月

臨時会

・社会増対策として、兵庫県においては「カ
ムバックひょうご東京センター」を設置し、
各府県においても定住・環流に向けた取組が
進められている。
・東京に対抗していくため、「カムバックか
んさい東京センター（仮称）」を設置するな
ど、各府県で展開する施策を共同で実施し、
効果的な運用を行ってはどうか。

住吉議員
（兵庫県）

・兵庫県における実績（相談1400件、移住者18件）か
ら、関心が示されていることがわかる。また、兵庫出身
者が兵庫県への移住相談だけではなく、大阪府出身者が
兵庫県へ相談することもある。
・効率的であるかの観点から、合同センターの検討の余
地はある。ただし、広域連合が広域事務として実施して
いくかは、規約との関係を吟味する必要があり、コー
ディネーターとして機能していくことも検討が必要であ
る。
・今年度設置する「広域計画等フォローアップ委員会」
の意見も踏まえながら検討を進めていく。

井戸連合長

・構成府県市で現在実施している社会増対策に係る事業
を調査し、構成府県市間で取組状況を共有した。今後
は、広域事務としての実施や、広域連合のコーディネー
トで府県市が連携して実施することなどについて、広域
計画等フォローアップ委員会からの意見もふまえ、検討
を進めていく。

11/16
11月

臨時会

・広域事務について、事業実施主体の自己
チェックではなく、一元的なチェック機能が
必要。
・現在の施策・事業が広域連合だからこそ取
り組むべきものであるか、否かをチェック機
能をより高めて、今一度見直すべきであるが
いかがか。
・ＰＤＣＡサイクルのＰＬＡＮを、①施策の
必要性・正当性、②目的、③事前評価の３つ
の段階に更に細分化し、ＤＯに至るまでの施
策の内容及びコストについての事前評価を十
分に行うことができる、「ROAMEF（ロアモ
フ）サイクル」の導入を検討されたいが所見
を伺う。

森脇議員
（兵庫県）

・今後、有識者等による委員会として「広域計画等フォ
ローアップ委員会」を設置し、現在広域連合が実施して
いる事務が広域自治体として相応しい事務かどうかにつ
いて検証を行うとともに、第３期広域計画や関西創生戦
略の達成状況の評価・検証等について議論いただくこと
としている。さらには、広域行政体制の面から今後の広
域連合のあり方について検討を行うための委員会も設置
しているところである。
・このような取組により、広域連合が実施している施
策・事業について第三者によるチェックを強化するとと
もに、広域連合が取り組むべき広域的な課題と、それに
ふさわしい行政体制について検討を深めていく。
・「ROAMEF(ロアモフ)サイクル」は、PDCAサイクルには
無い「事前評価」を導入し、効率的、効果的な事業を選
択することにより、政策効果を高めていく有効な手法で
あると考えられており、まずは今後、その内容を十分に
勉強・検討させていただきたい。

井戸連合長

・現在実施している広域計画等のフォローアップにおい
て、これまでの広域連合の取組について検証していると
ころ。また、第３期広域計画や関西創生戦略の達成状況
について、平成29年11月に設置した広域計画等フォロー
アップ委員会においても評価・検証いただくとともに、
今後広域連合が取り組むべき新たな政策や事業について
も提言をいただく。
・「ROAMEF（ロアモフ）サイクル」について、広域連合
施策・事業への導入の適否等を含め、導入の是非につい
て検討を進める。

広域計画等に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域計画等に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

3/3
3月

定例会

・以下４つの「人の環流」をテーマにした新
たな取組を検討すべき
①地域の自立を支援し、府県を跨ぐ新しい地
域間交流を促進すること
②首都圏・海外からの移住を促進する拠点を
設置すること（この際、兵庫カムバックセン
ターの取組を参考にしてはどうか。）
③国際交流を促進し海外の高度人材を確保す
ること
④大阪・京都に集中する観光客を地域へ分散
する取組を図ること
・関西で活躍する人材のネットワーク化を図
り、関西全体の政策コンセプトを提案するし
くみも検討すべき

竹内議員
（兵庫県）

・人の環流に係る課題について
①都市と農村の交流について、事業化したところ。
②③海外事務所の共有化はできているが、カムバックセ
ンターの共有化はまだできていないので、情報の共有か
ら検討を始めているところ。
④大阪・京都に集中する観光客を関西全体へ広げるため
関西観光本部を活用していく。
・フォローアップ委員会で人の環流などについて新しい
コンセプトの提言をいただき、今後の施策の検討にあ
たって活用できればと考えている。

井戸連合長

・人の環流に係る課題について、フォローアップ委員会
において、検討を進めていく。
①農林水産部において、平成29年度より都市と農村との
交流事業を開始し、「都市農村交流サイト」の開設や
「アドバイザー人材バンク」の構築、平成29年8月には都
市農村交流フォーラムを開催した。平成30年度も継続し
て取り組み、充実を図っている。
②③カムバックセンターなど移住対策に係る構成府県市
の事業の調査を実施し、一覧化の上、構成府県市で情報
共有を行った。
④フォローアップ委員会においても、大阪・京都に集中
する海外からの観光客をいかに関西に環流させるかとい
う指摘を受けているため、小委員会等で検討を進めてい
る。
・フォローアップ委員会で人の環流などについて新しい
コンセプトの提言がいただければ、今後の施策の検討に
活用していくこととする。

3/3
3月

定例会

・あり方検討会では、最終報告は，漠然とし
た概論的な報告に終わることがないようにこ
れからの検討をしていただきたい。
・フォローアップ委員会では、しっかりと評
価・検証を行い、次期計画の作成に向けて、
スクラップ＆ビルドの考えで根本的に見直す
姿勢が重要。
・「広域行政のあり方検討会」の最終報告に
繋がる今後の展開及び「広域計画等フォロー
アップ委員会」の今後の取組と提言から，次
期広域計画に向けての見直し姿勢についての
見解を伺う。

中村議員
（京都市）

・あり方検討会では、これからの広域連合の仕組、役割
などについて、制度面からアプローチするもの。制度面
から検討するにあたり、中長期的な課題を念頭に置きな
がら検討していく。
・フォローアップ委員会では広域連合のこれからの現実
的な方向付け、あり方について、つまり広域計画を実現
する上で現実的な課題に対して委員からアドバイスをい
ただく。
・両委員会では、上記の役割分担のもと議員の指摘の点
を踏まえながら検討を進めていく。

井戸連合長 ・答弁のとおり取組を進めていく。
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

7/9
7月

臨時会

・万博誘致の取組について、関西広域連合と
して今後、具体的にどのような取組を進めて
いこうとしているのか伺う。

上島議員
（大阪府）

・関西広域連合では、４月に誘致委員会及び関西観光本
部と一体となったワンストップの連携窓口として「誘致
対策会議」を設置し、活動を展開している。
・具体的には、ＢＩＥに対して国内機運の高まりを示す
ため、構成府県市において万博のテーマに関連した集客
イベントを誘致委員会と共催するほか、ポスター掲示、
パンフレットの配布、広報紙やメールマガジン等への記
事掲載など、あらゆる広報媒体を活用してＰＲを行う。
・あわせて、投票権を持つＢＩＥ加盟国等へのロビー活
動として、構成府県市の友好・交流関係を活かして、委
員等の海外出張時や府県市への表敬訪問時におけるプロ
モーション、信書の送付等を行っていく。
・さらに、ＢＩＥ総会や年明けの現地視察も見据え、大
阪・関西が有する産業集積や先端技術分野の強み、世界
文化遺産をはじめとする多様な観光・文化資源の魅力を
効果的に発信し、誘致の成功に結びつけていきたい。

井戸連合長

・構成府県市において万博のテーマに関連した集客イベ
ントを誘致委員会と共催するほか、ポスター掲示、パン
フレットの配布、広報紙やメールマガジン等への記事掲
載など、あらゆる広報媒体を活用してＰＲを実施してい
る。
・投票権を持つＢＩＥ加盟国等へのロビー活動として、
構成府県市の友好・交流関係を活かして、委員等の海外
出張時や府県市への表敬訪問時におけるプロモーショ
ン、信書の送付等を実施している。

7/9
7月

臨時会

・次のＢＩＥ総会等に向けた誘致活動を進め
ていくべき今、関西広域連合として、今後、
どのような役割を果たし、どのような体制で
臨むのか戦略について伺う。

吉田議員
（大阪府）

・平成29年４月には、ＢＩＥへ立候補表明がなされたこ
とを受け、誘致委員会及び関西観光本部と一体となった
ワンストップの連携窓口として「誘致対策会議」を設置
して体制の充実を図り、５月には、誘致委員会からの要
請も踏まえて、①あらゆる広報媒体を活用した国内の誘
致機運の醸成、②構成府県市の友好・交流関係を活かし
たＢＩＥ加盟国等へのロビー活動の展開、③ＢＩＥ事務
局等の現地視察時におけるアテンド及び大阪・関西の魅
力発信等の取組方針を決定した。
・今後は、この取組方針に基づき、効果的な方策を講
じ、関西広域連合構成府県市の総力を挙げて、万博誘致
実現に向けて積極的に取り組んでいく。

井戸連合長

・構成府県市において万博のテーマに関連した集客イベ
ントを誘致委員会と共催するほか、ポスター掲示、パン
フレットの配布、広報紙やメールマガジン等への記事掲
載など、あらゆる広報媒体を活用してＰＲを実施してい
る。
・投票権を持つＢＩＥ加盟国等へのロビー活動として、
構成府県市の友好・交流関係を活かして、委員等の海外
出張時や府県市への表敬訪問時におけるプロモーショ
ン、信書の送付等を実施している。

7/9
7月

臨時会

・複数の構成府県市で行われている「出会い
サポート事業」について、連携して事業を実
施することが出来ればより大きな効果が見込
めるのではないか。

住吉議員
（兵庫県）

・兵庫県では平成11年度から「出会いサポート事業」を
展開しており、一定の成果は上げているが、もっと強化
していく必要がある。
・関西広域連合の多くの構成団体でも同様の取組を行っ
ており、広域化は一つの検討課題である。出会いサポー
ト事業のベースである信用、信頼が広域化したのちどこ
まで保証できるのか、また、現場の意見も十分確認した
上で検討していきたい。

井戸連合長
・平成29年11月に構成団体での取組内容を取りまとめて
フィードバックを実施している。

7/9
7月

臨時会

・児童の性的搾取等に係る被害の状況をどの
ように捉えておられるか。
・「ワールドマスターズゲームズ2021関西」
を開催する関西として、児童の性的搾取、及
び、性犯罪・性暴力への対応として、様々な
取組の連携強化や意識改革を進めることにつ
いて考えを伺う。

中沢議員
（滋賀県）

・内閣府による全国の調査では、児童買春事件、児童ポ
ルノ事件、児童虐待（性的虐待）事件ともに増加してお
り、大変深刻な状況と認識している。
・関西広域連合としては、構成府県市が行っている様々
な施策について詳細を調査し適切に情報提供すること
で、各構成府県市にそれぞれの施策を参考にしてもら
い、関西全体のレベルを上げる取組を行っていきたい。

井戸連合長
・平成29年11月に構成団体（警察本部含む）の施策に関
する調査結果について取りまとめ、フィードバックを実
施している。

広域連合全般に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況
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時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域連合全般に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

7/9
7月

臨時会

・関西広域連合の取組や活動のことが一般市
民の方には知られていない現状が生まれてい
るが、関西広域連合の情報発信について、考
えを伺いたい。

阪口議員
（奈良県）

・関西広域連合の情報発信については現在も取組を行っ
ているが、発進力が弱くあまり理解されていない。
・例えばインフラ整備に対するアプローチとして、イン
フラマップを無料で見られるなどインターネットやＳＮ
Ｓを通じた情報発信力を高めることが更に必要である。
・住民の理解を得られる情報提供の機会を増やしてい
く。

井戸連合長

・国等への提言やイベント等広域連合が行う重要な取組
について、ホームページ、メルマガ、フェイスブックを
活用して情報発信を実施している。
・ホームページについては、平成30年3月にリニューアル
を行い、住民が利用しやすい仕様に改善した。広域イン
フラマップについてもホームページにおいて無料で公開
している。
・その他各種イベントにおいて、PRブースを出展するほ
か、各分野で実施しているイベント等について各種広報
媒体を活用して積極的にアピールしていく。

8/24
8月

定例会

・現在、広域連合の認知度は大変低く、「見
える化」の取組が重要である。広域連合主催
の事業のお知らせなどは、議会との連携を図
るために議会事務局にも情報発信すべきであ
る。
・事業が空回りしないよう、7分野の事業内容
を精査し、広域でやるべきもの、隣接の自治
体での連携で済むもの、住民にしっかり広報
するものなどに区分し、重要かつ必要な情報
は徹底的に周知するなど、メリハリのある事
業運営を図ることが必要ではないか。

中村議員
（京都市）

・ホームページやメールマガジンなど、認知度の向上に
努力はしているが、まだ改善の余地はあり、今後とも情
報の共有に努めるとともに、現地で行うイベントなど駆
使して存在感を示していきたい。
・重要な情報は適切に住民に伝える努力が必要であるこ
とは議員ご指摘のとおり。更に広報のブラッシュアップ
に務めていきたい。
・併せて「ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ2021関西」や「2025万国博
覧会」など耳目を揺るがせる話題について、連合の立場
に沿って活動状況をお知らせしていきたい。

井戸連合長

・報道発表の内容ついて、議員及び構成府県市の議会事
務局に提供しているほか、ホームページ、メルマガ、
フェイスブックを活用してイベント等について情報発信
を実施している。今後も効果的な情報発信を行えるよう
ブラッシュアップを図っていく。
・「ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ2021関西」や「2025万国博覧
会」、「G20大阪サミット」、「関西SDGｓプラット
フォーム」など実行委員会や事務局に関西広域連合が参
画し、連合委員会において、意見交換を行うなど、これ
らオール関西での取組への参画を通じて関西広域連合の
PRを図っていく。
・今後とも、広域連合らしい取組を積極的に行い、認知
度を高めていく。

8/24
8月

定例会

・万博のテーマにつながるイベントを万博誘
致のＰＲに活用してはどうかと考える。具体
的には、関西広域連合の構成府県市で開催さ
れている大規模なマラソン大会などのスポー
ツイベントで、選手等が万博のシンボルロゴ
マークを身に着けたり、イベントの宣伝時に
万博誘致を併せてＰＲすれば、認知度向上に
大きく寄与するのではないか。
・構成府県市の既存のイベントをフルに活用
し、関西全体で万博誘致を盛り上げていくべ
きと考えるが、見解を伺う。

西野議員
（大阪府）

・構成府県市では、万博のテーマに関連した集客イベン
トにおいて既にポスター、パンフレットを活用した啓発
を行っており、今後も構成府県市が主催するスポーツイ
ベントにおいて、誘致ロゴマークを活用したＰＲなどの
工夫ができればと考えている。
・ご指摘のマラソンレースは大勢の方々が参加いただく
ためＰＲのいい機会になると思われる。その活用につい
ては主催者とよく相談をさせていただきたい。
・あわせて、さまざまな機会を活用して誘致シグナルを
送っていくべきだと考えており、例えばどんなイベント
にも「2025年万博誘致記念」のような冠をつけるという
のも一つであり、それぞれ各種のイベントや事業に協力
を依頼していきたい。

井戸連合長

・構成府県市において万博のテーマに関連した集客イベ
ントを誘致委員会と共催するほか、ポスター掲示、パン
フレットの配布、広報紙やメールマガジン等への記事掲
載など、あらゆる広報媒体を活用してＰＲを実施してい
る。

38



時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域連合全般に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

8/24
8月

定例会

・万博誘致を勝ち取るためには、日本全体の
機運の盛り上がりが不可欠であり、地元の関
西がさらに盛り上がっていかないと、機運の
地熱は日本全体に伝わらない。誘致機運の醸
成に向けた関西広域連合における今後の対応
について伺う。

大山議員
（大阪府）

・市町村長との意見交換会では万博誘致の決議を構成府
県市以外の市町村議会でも実現できないか、近畿市長会
や近畿府県町村会としても、誘致委員会等の働きかけに
協力できるのではないかというご発言をいただき、関経
連との意見交換会では、万博誘致の認知度向上のため、
共同で行事を開催できないかという提案をいただいた。
ぜひこうした提案を生かして、具体の事業化を図り、賛
同の輪を広げたい。
・関経連からは、来年１月の意見交換会は大阪府咲州庁
舎で開催して、夢州の現地視察も盛り込んではどうかと
いうような提案もいただいている。開催地の現状も踏ま
えながら誘致委員会との連携を図り、関西としての魅力
発信や地元関西としてのアテンドなど、効果的な方策を
講じていきたい。

井戸連合長

・「関西経済界との意見交換会」の出席団体代表者に呼
びかけ、H30.1月の意見交換会において、咲洲庁舎から万
博開催候補地夢洲の展望視察を実施した。大阪市長等か
ら夢州の現状や土地利用計画等の説明を行い、参加者全
員が万博誘致についての認識を深め、関西一丸となって
万博誘致に向けた取組を進めていくことを確認した。

8/24
8月

定例会

・女性活躍推進会議では、多岐にわたる視点
で関西の女性活躍推進を加速化させるための
取組を検証し、方針を作成していただきたい
と考えており、今後の方針を伺う。

加藤議員
（大阪市）

・女性活躍推進会議の取組テーマについては、国の重点
方針を参考に、ワークライフバランスなどの施策が考え
られる。どのようなテーマで、どのように取り組むか、
最終的にはガイドラインとして整理することを目指す。

井戸連合長

・平成30年7月3日に第２回フォーラム全体会を開催し、
平成30年度においては、関西の女性活躍を取り巻く現状
と課題について丁寧な分析を進めるとともに、女性のラ
イフステージに応じた”働く女性への支援・意識啓発”
に取り組むこと、併せて関西における女性活躍に向けた
機運の醸成を図ることが確認された。平成31年度以降の
取組については今後、企画委員会等において検討してい
く。

11/16
11月

臨時会

・ＢＩＥ調査団の現地視察の際の「関西の魅
力」アピールや国内の気運醸成について、広
域連合や構成府県市でどのような取組を検
討・実施してきたのか、残り１年をどのよう
に取り組んでいくのか伺う。

上島議員
（大阪府）

・関西広域連合では、誘致委員会及び関西観光本部と共
に、「誘致対策会議」において、様々な対策を検討し、
取組を進めている。
・機運醸成を図る取組では、様々な広報媒体を活用した
ＰＲを行っているほか、誘致委員会の会員拡大を幅広く
呼びかけ、応援決議については、関西広域連合議会、構
成府県市議会はもとより、全国の自治体等から決議をい
ただいている。
またそれぞれの府県市の友好交流や経済協力関係を活か
し、ＢＩＥ加盟国等に対して、表敬訪問時のＰＲ、信書
の送付などロビー活動を展開している。
・ＢＩＥ総会におけるプレゼンテーションでは、関西広
域連合からも、様々な大阪・関西の魅力に関するコンテ
ンツを提供した。
・今後は、ＢＩＥ事務局の候補地視察、ＢＩＥ総会で地
元関西での誘致機運の高まりと、関西の魅力を実感いた
だけるよう、引き続き、誘致委員会と連携して取り組ん
でいく。

井戸連合長

・構成府県市において万博のテーマに関連した集客イベ
ントを誘致委員会と共催するほか、ポスター掲示、パン
フレットの配布、広報紙やメールマガジン等への記事掲
載など、あらゆる広報媒体を活用してＰＲを実施してい
る。
・投票権を持つＢＩＥ加盟国等へのロビー活動として、
構成府県市の友好・交流関係を活かして、委員等の海外
出張時や府県市への表敬訪問時におけるプロモーショ
ン、信書の送付等を実施している。

39



時期 議員質問要旨 質問者 委員等答弁要旨 答弁者 現状・対応等

広域連合全般に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

11/16
11月

臨時会

・コンパクトな組織である本部事務局でＩＣ
Ｔ化の先駆的な取組を行うと、効果的と分
かった取組について各自治体に還元しやす
い。
・広域連合のような広大な組織こそ、Web会議
が効果を発揮するのではないか。
・広域連合でより先駆的で革新的なＩＣＴ化
を進めることで、注目される存在になる可能
性もあると思うが、所見を伺う、

住吉議員
（兵庫県）

・広域防災局においてスタートさせていたWeb会議を、今
年度は本部事務局及び広域観光分野において本格的に活
用を始めており、今後更に他の分野事務局にも広げてい
きたい。また、各種会議でタブレット等を用いたペー
パーレス化など試行したいと考えている。
・テレワークの導入など、構成府県市の先進的な取組を
情報共有することで、広域連合の効果的なＩＣＴ化につ
なげていきたい。

井戸連合長

・Web会議については、各構成府県市にタブレットを配布
し、分野事務局会議等で活用している。今後も、各分野
事務局等にWeb会議の活用を呼びかけるとともに、本部事
務局で蓄積されていくノウハウを必要に応じフィード
バックすることとしている。
・連合委員会でのペーパーレス化に関しては、計画の改
定案など、資料のページ数が膨大になる場合には、概要
版を作成し、本体資料の配布は行わないこととするな
ど、紙使用料の削減に努めている。
・また、lCTについては、モバイルワーク等について構成
府県市での取組を調査し、情報共有を行うとともに、府
県市から希望の多かった共用パソコンを本部事務局に設
置するなどの対応を行った。

11/16
11月

臨時会

・連合委員会において大量の紙資料が配布さ
れており、タブレット等を活用したパーパー
レス会議を積極的に導入し、圏域、各構成団
体における先導的な役割を果たしていただき
たい。

安達議員
（神戸市）

・ぺーパーレス化の試行については積極的に実験してい
きたい。

井戸連合長

・連合委員会でのペーパーレス化に関しては、計画の改
定案など、資料のページ数が膨大になる場合には、概要
版を作成し、本体資料の配布は行わないこととするな
ど、紙使用料の削減に努めている。

11/16
11月

臨時会

・連合の活動が圏域住民に広く浸透している
か疑問がある。
・戦略的かつ有効な広報を行うため、広報等
に長けた民間専門人材を配置し、定例記者会
見を行うなど、取組を積極的に広報すること
が連合の存在感向上に資するものと考える。
・連合が何を行っている組織なのかイメージ
が湧かないという意見を伺う。住民の方がイ
メージしやすい通称名を検討してはどうか。

安達議員
（神戸市）

・住民の方に関心を持っていただける様な観光・文化・
スポーツ振興、環境等、住民にとっても身近な課題・問
題、イベント等を展開しており、これらを如何に情報発
信していくか、引き続き構成団体と協力・連携しながら
取り組んで参りたい。
・民間人の活用・アドバイスの受入等についても一つの
選択肢として検討させていただきたい。
・まずは、昨年作成したシンボルマークの活用・浸透を
図っていきたい。通称名の公募するかどうかについても
含めて検討させていただきたい。

井戸連合長

・広域連合の取組については、構成団体と連携しなが
ら、ホームページやメールマガジン、フェイスブック等
を活用したPRに取り組んでいく。
・構成団体での民間アドバイザーの活用状況について
は、照会を行い、取組内容を取りまとめてフィードバッ
クを実施した。今後の広域連合での民間アドバイザーの
活用については、導入の可否も含め慎重に検討してい
く。
・シンボルマークの活用については、シンボルマークを
掲載した広域連合PR旗を8月に作成した。連合委員会やイ
ベント等での掲示を行い広域連合の認知度向上を図って
いく。

3/3
3月

定例会

若者世代との意見交換会について、
①提案をどのように施策に反映できるか
②これからの意見交換会の内容の更なる充実
について考えをお聞かせ願いたい。

成田議員
（滋賀県）

①より多くの大学に参加頂けるスケジュールとするとと
もに、明確なテーマを設定しテーマに応じた意見（提
案）をいただき施策に反映していくという好循環を作っ
ていきたい。具体的には来年度は「働く女性活躍推進」
をテーマとする。
②じっくりと提案に取り組めるよう時期を考慮。当日、
踏み込んだ議論と学生間の交流の場を持てるよう、２日
間の合宿形式とし、滋賀県と協力し、視察等の機会を設
けることを検討中。

井戸連合長

・今年度は、10大学11チームの応募を受け、12月1日～2
日の2日間で実施予定。
・テーマは「人口減少社会を克服するため、男女がとも
に活躍できる社会・関西について」とする。
・優秀な政策提案については、「関西女性活躍推進
フォーラム」等で発表予定。また、今後のフォーラムで
の取組検討に活用する予定。
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広域連合全般に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

3/3
3月

定例会

・関西広域連合として人材育成のために、
様々な分野で若者世代における国際交流事業
を行ってみてはどうか、所見を伺う。

成田議員
（滋賀県）

・既に構成府県市で、青少年を中心に多くの交流事業が
実施されているため、そのうえで広域連合が行うことの
是非を含め慎重に検討していきたい。

井戸連合長

・若者世代における国際交流事業については、既に構成
府県市で、多くの事業が実施されているため、広域連合
では、他の構成団体からの参加について調整するなど、
広域連合の直接実施以外の方策により対応する。

3/3
3月

定例会

・lCTを活用した会議資料のペーパーレス化を
まずは連合委員会で検証し、有識者会議や意
見交換会、議会等に広げていく取組を進める
べきと考えるが、所見を伺う。

飯田議員
（大阪市）

・まずは、既存のWEB会議システムを利用する形で試行
し、資料の見やすさ、扱いやすさなどの検証を行うこと
から始めたい。
・本日の連合委員会では万博誘致関係資料についてタブ
レットを使用したが支障なかった。個人的にはものを考
えながら議論する様な資料については紙資料が扱いやす
いと感じるが、しっかりと試行を重ねて参りたい。

井戸連合長

・連合委員会でのペーパーレス化に関しては、計画の改
定案など、資料のページ数が膨大になる場合には、概要
版を作成し、本体資料の配布は行わないこととするな
ど、紙使用料の削減に努めている。

3/3
3月

定例会

・万博誘致について、関西はどこまで盛り上
がっているのか、またその機運の高まりをど
のようにＢＩＥ調査団にアピールしていくの
か。

上島議員
（大阪府）

・誘致機運を盛り上げるため官民が様々な取組を行って
おり、賛同者も100万を超えている。ＢＩＥ調査団に良い
印象を持って帰っていただけるよう、誘致委員会と共
に、シティドレッシングや出迎え対応に万全を期す。

井戸連合長

・視察先の京都では、京都知事・京都市長がそろって出
迎え、プレゼンテーション会場となった大阪国際会議場
では、関西広域連合職員を含む関係者が手旗で出迎え、
見送るなど、BlE調査団が赴く先において万全を期して対
応した。

3/3
3月

定例会

・女性活躍推に対する関西広域圏における具
体的課題、その解決に向けた女性活躍推進
フォーラム及び関西広域連合の役割、関西広
域圏における目標、構成府県市との役割分担
やそれぞれの府県市における取組の整合性を
どのように図るのか、見解を伺う。

藤原議員
（神戸市）

・関西は女性の就業率が低いと指摘されながら、また企
業もしっかり対応しようとしているにも関わらず有効な
手が打たれていない。
・フォーラムではこのような現状に対し、「関西」の働
く女性の現状と課題の分析を行い、必要な取組の提案を
まとめていただく。
・今年の夏までには第２回目のフォーラムを開催し、具
体的な検討を行っていく。

井戸連合長

・平成30年7月3日に第２回フォーラム全体会を開催し、
平成30年度においては、関西の女性活躍を取り巻く現状
と課題について丁寧な分析を進めるとともに、女性のラ
イフステージに応じた”働く女性への支援・意識啓発”
に取り組むこと、併せて関西における女性活躍に向けた
機運の醸成を図ることが確認された。平成H31年度以降の
取組については今後、企画委員会等において検討してい
く。

3/3
3月

定例会

・女性の活躍推進については、既に各構成府
県市においても幅広く取組まれているが、関
西における「働く女性の活躍」は依然として
厳しい状況であり、働きたい女性の環境整備
の取組促進は喫緊の課題。「関西女性活躍推
進フォーラム」の今後の具体の活動について
伺う。
・女性の活躍には、とりわけ男性リーダーの
意識改革は不可欠なものであり、関西広域連
合として、男性リーダーの会のネットワーク
づくりが必要と考えるが、どのようにお考え
か伺う。

諸岡議員
（京都府）

・課題分析とは別に、フォーラムの３０年度の活動とし
て次のことを予定している。
①「女性役員育成研修」を内閣府と共催
②「大学生等との意見交換会」のテーマを「働く女性の
活躍推進」に
③大学生に働く魅力を伝えるため、社会人の先輩を大学
へ講師として派遣
・関西広域での男性リーダーの会の普及などについて推
進できるようにしたい。「輝く女性の活躍を加速する男
性リーダーの会」（内閣府）には５府県市の構成府県市
の首長が参加しており、自分自身も今からでも参加した
いと考えている。

井戸連合長

・平成30年7月3日に第２回フォーラム全体会を開催し、
平成30年度においては、関西の女性活躍を取り巻く現状
と課題について丁寧な分析を進めるとともに、女性のラ
イフステージに応じた”働く女性への支援・意識啓発”
に取り組むこと、併せて関西における女性活躍に向けた
機運の醸成を図ることが確認された。平成31年度以降の
取組については今後、企画委員会等において検討してい
く。

・「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」には
新たに、井戸連合長（兵庫県知事）、仁坂副連合長（和
歌山県知事）、竹山委員（堺市長）が参加し、８府県市
の首長に参加いただいている。他の未加入の構成府県市
にも参加を呼びかけていく。
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広域連合全般に係る関西広域連合議会の指摘に対する対応状況

3/3
3月

定例会

・関西広域連合としてＳＤＧｓをどのように
受け止め、今後各種計画の策定・改訂等にど
う反映させるか。

諸岡議員
（京都府）

・ＳＤＧｓの目標は、府県市、企業、広域連合の目標で
もあり、一致している。国もＳＤＧｓを推進していくと
いう立場を取っている。
・広域連合は、「関西ＳＤＧｓプラットホーム」に参画
し、本部事務局長が運営委員、私（連合長）が顧問に就
任し、共同事務局を担ってる。
・例えばＳＤＧｓの情報が構成府県市には伝わっている
が市町村まで伝わっているのかという問題がある。共同
事業の展開や広域連合の事業実施などについてもまず市
町村に情報を共有できるよう努力し、皆の共通目標とし
て取り組んでいきたい。

井戸連合長

・平成30年度は、関西SDGsプラットフォームの活動とし
て。構成府県市とともに、関西SDGｓキャラバンを実施す
る他、10月16日にはシンポジウムを開催する予定。こう
した活動を通じて広くSDGｓの考え方や情報を伝えてい
く。
・今後、広域連合の各計画や施策への反映について、反
映の是非や方法も含め、検討を進める。

3/3
3月

定例会

・今後、広域連合の目的を達成していくため
には、現実的に域内の国会議員の理解と協力
なくしては進んでいかないと思っているが、
国会議員、特に参議院議員への働きかけの必
要性についてどのように考えるか。

中村議員
（京都市）

・国の予算編成等への提案を行う際は、広域連合として
の立場で国会議員への働きかけを行っている。それぞれ
の事務所を回るやり方をとっているが、一同に会するよ
うな働きかけも検討してみたい。
・参議院議員への働きかけでは、任期が長く、制度的な
検討ができる役割も担っていることもあり更に努力を重
ねていきたい。
・構成府県市選出の国会議員への一層の理解と協力を得
られるように努力をしていく。

井戸連合長

・国の予算編成等への提案を行う際は、構成府県選出の
国会議員の方々に提案内容の情報提供や説明を行うな
ど、様々な機会を捉えて積極的な働きかけを行ってい
る。
・平成29年12月には経済界と連携して、広域連合として
初めて「北陸新幹線（敦賀・大阪間）建設促進決起大
会」を東京で開催し、来賓としてお招きした関西各府県
及び福井県選出の国会議員の方々に「北陸新幹線の大阪
までの早期開業」を強くアピールした。
・平成30年度も同様の取組を続けているほか、大阪北部
地震に関する要望、7月豪雨の要望、自民党総裁選候補者
への緊急申し入れなど、個別のアピールを実施してい
る。
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